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第１章 計画の基本的事項 
 

１ 計画改訂の背景・趣旨・目的 

本市では、加須市総合振興計画の部門計画として、環境基本条例に基づき、本市の環境の保

全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、平成 24 年 （2012 年）3月に 「加

須市環境基本計画」を策定し、平成 28 年（2016 年）3月に改訂しました。 

その後の本市を取り巻く社会情勢や環境情勢の変化を踏まえ、令和 3年度 （2021 年度）から

の 10 年間を計画期間とする「第 2 次加須市環境基本計画」（以下「第 2 次計画」という。）を

令和 3年 （2021 年）3月に策定し、望ましい環境像 「豊かな自然と快適な環境のまち」の達成

に向け、市民や事業者と協働して環境保全に関する様々な施策・事業を進めてきました。 

第 2 次計画の、令和 3 年度（2021 年度）から令和 7 年度（2025 年度）までを前期計画期間

とし、その後の 5年間が後期計画期間となるため、このたび当該計画を改訂するものです。 

この間、令和 3年 （2021 年）3月 「第 2次生物多様性かぞ戦略～豊かな自然と共生するまち

の実現に向けて～」を策定し、令和 5 年（2023 年）3 月に加須市民の日記念式典においては、

市長が 「加須市ゼロカーボンシティ宣言」を表明し、「加須市地球温暖化防止実行計画 （区域施

策編）ゼロカーボンシティ 「かぞ戦略」」及び 「第 3次加須市役所地球温暖化防止実行計画 （事

務事業編）改訂版」を定め、市 ・市民 ・事業者との協働により地球温暖化対策を進め、2050 年

カーボンニュートラルの実現を目指していくこととなりました。 

 

一方、国際社会では、近年、持続可能な開発目標 （SDGs）やパリ協定の採択をはじめ、持続

可能な開発のための教育～SDGs 実現に向けて （ESD for 2030）や昆明 ・ンントリーール生物多

様性枠組の採択など、令和 12 年度（2030 年度）を目標とした気候変動や生物多様性保全など

の対策強化に向けた活動が活発化してきました。 

国では、こうした情勢を踏まえ、令和 3年 （2021 年）10月に 「地球温暖化対策計画」「気候

変動適応計画」、令和 5年 （2023 年）3月に 「生物多様性国家戦略 2023-2030」、令和 6年 （2024

年）5 月に「環境基本計画（第 6 次）」、同年 8 月に「第 5 次循環型社会推進計画」、令和 7 年

（2025 年）2月に 「地球温暖化対策計画」を閣議決定するなど、環境保全 ・地球温暖化 ・生物

多様性に関する対策の拡充強化が図られました。 

 

こうした気候変動 ・地球温暖化をはじめ、環境問題をめぐる社会情勢や環境対策の急速な変

化に柔軟に対応していくため第 2次計画の進捗状況を踏まえ、環境の質の向上と環境資源の保

全 ・活用を図り、市民が安全 ・安心 ・健康で、快適に暮らし続けられる持続可能な地域社会を

構築し、「豊かな自然と快適な環境のまち」の実現に向けた施策 ・事業を総合的 ・効果的に進め

ていくため、第 2次計画の中間年に当たる令和 7年度 （2025 年度）において見直し、令和 8年

度 （2026 年度）から令和 12 年度 （2030 年度）を計画期間する 「第 2次加須市環境基本計画改

訂版（後期計画）」（以下「本計画」という。）を策定します。 
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●環境基本計画の改訂の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 対象とする環境の範囲 

本計画で対象とする環境の範囲は、次表に示すとおりとします。 

●対象とする環境の範囲 

分 野 主な構成要素 社会・経済活動※2 

自然環境 
動植物・生態系、生物の生育・生息環境、水辺と緑、

自然とのふれあい 等 

持続可能な地域社会に向けた 

・ネイチャーポジティブ 

（自然再興の実現） 

・ゼロカーボンシティ 

（脱炭素社会の形成） 

・サーキュラーエコノミー 

（循環経済への移行） 

生活環境 

典型７公害（大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、

振動、地盤沈下、悪臭）、都市生活型公害、廃棄物、

化学物質、放射性物質 等 

快適環境 
緑地、清掃・美化、歴史・文化※1、まちづくり、 

景観、自然とのふれあい 等 

地球環境 
資源・エネルギーの利用、地球温暖化、その他の地球

環境問題 等 

環境活動 環境学習、環境教育、環境活動、協働の取組 等 

※1 加須市の歴史・文化は、その四季折々の自然や景観、それらと調和を保ってきた暮らしなどを背景
として生み出されてきたものであり、これらを保全することが市の環境の保全及び創造につながる
ことから、構成要素として取り上げました。 

※2 環境の構成要素の総合的な質的向上を図り、持続可能な地域社会の実現に向けては、地域環境を形
成している社会・経済活動など分野横断的な取組と一体となって進め、地域の課題解決にも資する
必要があることから、国の環境基本計画や関連計画が目指す社会・経済活動のあるべき方向性を環
境づくりの視点として位置付けています。 

 

 

改訂 

計画改訂にあたっての課題抽出 



3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

SDGs（持続可能な開発目標） 

 

SDGs （持続可能な開発目標）とは、平成 13 年 （2001 年）に策定されたミレニアム開発目

標（MDGs）の後継として、平成 27 年（2015 年）9月の国連サミットで採択された「持続可

能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載されている、令和 12 年（2030 年）までに持

続可能でよりよい世界を目指すための国際目標です。 

持続可能な社会圏 ・経済

圏を実現するためには、そ

の土台となる環境が持続

可能となっている必要が

あります。 

本計画では、基本計画に

おける各施策と SDGs との

関わりを示すため、17の目

標に紐づく SDGs の目標を

掲載しています。 

トピックス 

SDGs ウェディングケーキンデル 

経済圏 

社会圏 

生物圏（環境） BIOSPHERE 

SOCIETY 

ECONOMY 

出典：ストックホルム・レジリエンス・センターより引用､一部加工） 
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３ 計画の位置付け 

本計画は、加須市環境基本条例第 9条に基づく計画であり、環境の保全及び創造に関する基

本的な方向を示すものです。 

本計画は、平成 30年 （2018 年）6月に策定された 「気候変動適応法」に基づき、本市におけ

る地域気候変動適応計画を兼ねるものとします。 

 

●計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加須市総合振興計画 

市の関連計画 

加須市環境基本条例 

環境基本法 

・加須市都市計画マスタープラン 

・加須市誘客促進ビジョン 

～加須市観光ビジョン～ 

・加須市農業振興ビジョン 

・加須市産業振興プラン 

・加須市森林整備計画 

・加須市道路網整備計画 

・加須市人づくりプラン など 
※加須市の個別計画の中から、とりわけ環

境保全に関わる施策・事業を含む計画を

掲載しています。 

国の関連計画 

・環境基本計画 

・地球温暖化対策計画 

・気候変動適応計画 

・生物多様性国家戦略 

など 

・加須市渡良瀬遊水地利活用推進計画 

・生物多様性かぞ戦略 

・会の川沿線整備計画 

・加須市役所地球温暖化防止実行計画（事務事業編） 

・加須市地球温暖化防止実行計画（区域施策編）～ゼロカーボンシティ「かぞ戦略」～ 

・加須市一般廃棄物処理基本計画 

・加須市ごみ処理施設再編計画 

・加須市生活排水処理施設整備計画 

・加須市公共下水道事業基本計画 

・加須市農業集落排水施設最適整備構想 

環境の保全及び創造に関する個別計画 

加須市環境基本計画 

（地域気候変動適応計画） 

【環境関連条例】 

・加須市環境保全条例 

・加須市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 

・加須市協働によるまちづくり推進条例 

・加須市文化財保護条例 

・加須市公園条例 

・加須市下水道条例 

・加須市農業集落排水処理施設条例 など 

持続可能な開発目標

（SDGs） 

【環境関連宣言】 

・加須市ゼロカーボンシティ宣言 

 

 

 

 

 

 

  

気候変動適応法 

県の関連計画 

・埼玉県環境基本計画 

・埼玉県地球温暖化対策 

実行計画（区域施策編） 

・埼玉県地球温暖化対策 

実行計画（事務事業編） 

・埼玉県生物多様性保全戦略 

           など 
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４ 計画の役割 

○ 環境の保全及び創造に関する長期的な目標、基本方針、総合的な施策の大綱を明らかにしま

す。また、環境施策の実現に向けて、庁内の各部門における環境の保全及び創造に対する共

通認識を形成し、施策相互の連携を図るための基礎とします。 

○ 環境に影響を及ぼす市の各種計画の策定や施策の実施に対し、環境の保全及び創造を図る上

での指針を示します。 

○ 市、市民及び事業者における各主体の環境の保全及び創造に関する協働による取組を進める

ための指針を示します。 

 

５ 計画の期間 

第 2次計画の全体計画期間は、令和 3年度 （2021 年度）から令和 12 年度 （2030 年度）まで

の 10 年間です。 

令和 3年度 （2021 年度）から令和 7年度 （2025 年度）までの 5年間を前期計画期間、令和 8

年度（2026 年度）から令和 12 年度（2030 年度）までの 5 年間を後期計画期間としています。 

本計画は、後期期間に係る計画です。 

 

●計画の期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

全体計画期間（令和3年度（2021年度）から令和12年度（2030年度）） 

前期計画期間 

令和3年度（2021年度）～令和7年度（2025年度） 

望ましい環境像の実現 

 

後期計画期間 

令和8年度（2026年度）～令和12年度（2030年度） 
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６ 計画の推進主体 

私たちは日常の生活の中で、エネルギーや資源の消費、排気、排水、ごみの排出など環境に

多くの負荷を与えています。 

また、事業者は市民に比べて環境への影響が大きく、環境への配慮を軽視した行動が環境に

重大な悪影響を及ぼすことさえあります。 

本計画は、良好な環境の将来世代への継承に向けて、望ましい環境像を実現するために、市、

市民及び事業者が推進主体となり、3者の協働により推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

協 働 

 

 

市 

 

市民 

 
市民団体 

 

 

事業者 

事業活動におい

て、環境に配慮する

とともに、市が実施

する環境施策に参

加 ・協力することが

求められます。 

 

市民や事業者をはじ

め、国や県、近隣自治体

などと連携し、よりよい

環境づくりのための施

策 ・事業を総合的かつ計

画的に推進します。 

日常生活において環境

への負荷の低減に配慮

し、市が実施する環境施

策 ・事業に協力し、地域

の環境保全活動に積極

的に参加することが求

められます。 

市民の役割を組織 ・団

体などで進めることに

より、効果的に環境保

全活動を進めます。 
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● 環境配慮指針の実践 

環境配慮指針は、市・市民・事業者の各々が、望ましい環境像や基本目標の実現に向けて、

日常生活や事業活動の中で自主的に環境に配慮すべき事項を示したもので、第 4章の施策ごと

に実践する行動事例を示しています。 

市は、市民や事業者などと協力、連携し地域における環境の保全及び創造に関する施策を総

合的に展開していくため、本計画の全編にわたって掲げられている施策 ・事業を実施する責務

があります。 

また、消費者 ・事業者としての立場から、市民及び事業者の環境配慮指針に掲げられた環境

への負荷を減らす行動を率先して実行します。 

市民は、日常生活の中で環境に多くの負荷を与えており、日常の生活や行動の中で環境へ

の配慮を心がけることで、環境を保全及び創造することにつながります。 

事業者は、市民に比べて環境への影響が大きく、環境への配慮を軽視した行動が環境に重

大な悪影響を及ぼすことさえあります。環境の保全及び創造には事業者の環境負荷の低減が

欠かせません。 

市、市民一人ひとり、また各事業者は、それぞれが推進主体の立場から、前図のとおり、身

近なところから、本市の望ましい環境像を目指して、施策に位置付ける 「環境配慮指針」の行

動を実践しましょう。 

 

① 施策への環境配慮 

市では、様々な施策を企画・立案し、実行しています。市の環境の保全及び創造を図るた

めには、あらゆる施策について、環境への配慮が必要です。 

本計画に基づき、施策への環境配慮を推進します。 

② 率先的な取組 

市も事業者として、環境への負荷をかけています。このため、環境への負荷を低減する取

組を率先して実行し、その実施状況を市民・事業者のみなさんに対し、積極的公表します。 

③ 環境学習・教育の推進 

市の環境保全を推進するためには、市民や事業者のみなさんの環境の保全に対する意欲の

増進を図っていくことが必要です。広報紙やホームページなどへの環境情報の掲載、環境に

関する講座の開設やイベントの開催、環境美化や地域衛生などの環境保全活動の推進、こど

もたちへの環境教育の推進など、参加・体験型の環境学習・教育を推進します。 

④ 公共事業における環境配慮 

公共事業は、土地の開発や改変、工事の実施など、環境への負荷が生じます。国や県など

が実施する事業については、事業の実施による環境への影響について配慮を要請するととも

に、市自らが実施する事業については、事前に環境への影響を調査し、できるだけ負荷の少

ない事業の実施を目指します。 
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●各主体の責務（加須市環境基本条例より抜粋） 

 

市  
 環境の保全及び創造に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、実施します。 

   

市民  
 環境の保全及び創造に関し、積極的に関心を持ち必要な知識を得ることにより、

環境の保全及び創造についての理解を深めるよう努めます。 

 日常生活において、環境への負荷の低減に努めます。 

 環境の保全及び創造に自ら努めるとともに、市が実施する環境の保全及び創造に

関する施策に協力します。 

   

事業者  
 事業活動に伴って生ずる公害を防止し、自然環境を適正に保全するために必要な

措置を講じます。 

 物の製造、加工または販売その他の事業活動において、環境の保全上の支障を防

止するため、次に掲げる事項に努めます。 

 事業活動に係る製品その他の物が廃棄物となった場合に、適正な処理が図られ

るよう必要な措置を講じます。（製品が廃棄物となった場合における適正な処

理が困難とならない設計開発や材質 ・成分を表示するなど適正な処理方法につ

いての情報提供など） 

 事業活動に係る製品等の使用、廃棄による環境への負荷の低減に努めます。 （商

品の販売に際しての過剰包装の見直しや詰め替え可能な製品開発、リターナブ

ル容器商品、修理・部品交換が容易で長期間利用可能な製品開発など） 

 再生資源その他の環境への負荷の低減に資する原材料、役務等を利用します。

（物の製造、加工、販売等の事業活動を行うに際して、古紙、廃プラスチック、

鉄鋼スクラップなどの再生資源を原材料として利用すること、共同輸送等によ

り合理化され環境への負荷の少ない物流サービスの利用、低公害車の利用、グ

リーン購入など） 

 事業活動に伴う環境への負荷の低減その他の環境の保全及び創造に自ら努める

とともに、市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に協力します。 
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７ 改訂のポイント 

本計画の改訂に際しては、第 2 次計画（前期計画）の策定後の環境情勢や動向を踏ま

え、各種計画との整合を図りながら、次に示す基本的な考え方に基づいて策定します。 

（１） 国及び県計画との整合 

国の第 6 次環境基本計画をはじめ、生物多様性国家戦略 2023-2030、2040 年度温室効

果ガス排出量の目標を示した地球温暖化対策計画が決定され、新たな取組の方向が示さ

れるなど、社会・経済活動と一体となった環境政策への転換が求められています。 

① 第 6次環境基本計画の概要（令和 6 年 4月策定） 

目的 

環境保全を通じた、現在および将来の国

民一人一人の 「ウェルビーイング／高い

生活の質」最上位の目的に掲げ、環境収

容力を守り環境の質を上げることによ

って経済社会が成長 ・発展できる 「循環

共生型社会」（「環境 ・生命文明社会」）の

構築を目指す 

「ウェルビーイング」を実現し、環境

施策をこれまで以上に実行力をもっ

て実施していくためには、政府、市

場、国民が、持続可能な社会を実現す

る方向で相互作用、すなわち共進化

していく必要がある 

重点戦略 

１ 

「新たな成長」を導く持続可能な生産

と消費を実現するグリーンな経済シス

テムの構築 

〇計画策定のキーワード 

・ネイチャーポジティブ 

（自然再興の実現） 

・ゼロカーボンシティ 

（脱炭素社会の形成） 

・サーキュラーエコノミー 

（循環経済への移行） 

 

〇個別分野の重点施策 

・気候変動対策 

・循環型社会の形成 

・生物多様性の確保・自然共生 

・環境リスクの管理等 

・各種施策の基盤となる施策の展開 

・東日本大震災からの復興・創生 

今後の大規模災害等への備えと 

発生時の対応 

重点戦略 

2 

自然資本を基盤とした国土のストック

としての価値の向上 

重点戦略 

3 

環境・経済・社会の統合的向上の実

践・実装の場としての地域づくり 

重点戦略 

4 

「ウェルビーイング／高い生活の質」

を実感できる安心・安全、かつ、健康

で心豊かな暮らしの実現 

重点戦略 

5 

「新たな成長」を支える科学技術・イ

ノベーションの開発・実証と社会実装 

重点戦略 

6 

環境を軸とした戦略的な国際協調の推

進による国益と人類の福祉への貢献 

② 埼玉県環境基本計画（令和 7年 3月改訂） 

埼玉県では、当該計画の計画期間が令和 4 年度から令和 8 年度であることから、指標

の変更のみ改訂が行われました。 

 ・温室効果ガスの排出量削減 24％以上から 35％へ 

 ・化学物質管理に関連する研修会の参加事業所数 720 事業所から 1,150 事業所へ 

  ・埼玉版スーパーシティプロジェクトに取り組む市町村 46 市町村から全市町村へ 
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●国・県・市の主な取組の状況（パリ協定以降） 

年 世界・国の動向 埼玉県 加須市 備考 

２０１２ 

（Ｈ24） 

・第4次環境基本計画 ・第4次埼玉県環境基本計画 ・第1次加須市環境基本計画  

 

２０１５ 

（Ｈ27） 

・国連：持続可能な開発目標

2030・SDGs採択 

・COP21：パリ協定採択 

  ・パリ協定/平均気温上昇を産業革命

以前に比べ2℃より十分低く、1.5℃

努力追求、今世紀後半の温室効果ガ

スの人為的排出と吸収の均衡 

２０１６ 

（Ｈ28） 

・地球温暖化対策推進法（一部

改正） 

・地球温暖化対策計画 

・11月パリ協定発効 

 ・第1次加須市総合振興計画

(後期計画) 

・第1次加須市環境基本計画改

訂版 

・第2次加須市役所地球温暖化

防止実行計画 

・第2次加須市節電行動プラン

（※） 

・第2次加須市自転車利用促進

計画（※） 

※第2次加須市環境基本計画へ

一本化 
 

・地球温暖化対策計画/2030年度温室

効果ガス排出量基準年度（2013）

年度比▲26％ 

２０１７ 

（Ｈ29） 

・脱炭素への取組を通じて経済

成長や産業競争力の強化を目

指す動き加速 
 

・第4次埼玉県環境基本計画見

直し 

 

・生物多様性かぞ戦略  

２０１８ 

（Ｈ30） 

・第5次環境基本計画 

・第4次循環型社会形成推進基

本計画 

・気候変動適応法 

・第5次エネルギー基本計画 

・気候変動適応計画 

・埼玉県生物多様性保全戦略 

・埼玉県気候変動適応センター

設置 

 ・第5次環境基本計画/SDGsの考え方

活用、分野横断的な重点戦略設

定、経済社会システム、ライフス

タイル、技術のイノベーション創

出を提言 

・気候変動対策/緩和策と適応策を両

輪に推進 

２０１９ 

（Ｒ1） 

・第40回ユネスコ総会：「持続

可能な開発のための教育：

SDGs実現に向けて」採択 

・新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）発生 
 

  ・持続可能な開発のための教育

（ESD）/2030年に向けた

ESDfor2030の採択 

 

２０２０ 

（Ｒ2） 

・新型コロナウイルス感染症：

世界規模の拡大 

・自然環境保全基本方針 

・2050年カーボンニュートラ

ル宣言 
 

・埼玉県地球温暖化対策実行計

画（第2期）（区域施策編） 

 ・総理大臣「2050年度の温室効果ガ

ス排出実質ゼロ」を宣言 

２０２１ 

（Ｒ3） 

・地球温暖化対策推進法の改正

（閣議決定） 

・プラスチック資源循環促進法

（公布） 

・地域脱炭素ロードマップ

（国・地方脱炭素実現会議） 

・第6次エネルギー基本計画 

・地球温暖化対策計画 

・気候変動適応計画 
 

 ・第2次加須市総合振興計画 

・第2次加須市環境基本計画 

・第3次加須市役所地球温暖化

防止実行計画（事務事業編） 

・第2次生物多様性かぞ戦略 

 

・温対推進法/2050年カーボンニュー

トラルを基本理念に位置付け 

・地球温暖化対策計画/2030年度温室

効果ガス排出量目標2013年度比▲

46％（50％の高み挑戦） 

 

２０２２ 

（Ｒ4） 

・ロシアのウクライナ侵攻 

・昆明・ンントリーール生物多

様性枠組の採択 

・第5次埼玉県環境基本計画 

・第3期埼玉県地球温暖化対策

実行計画（事務事業編）改正 

・生物多様性センター設置 

 ・市の温室効果ガス排出量削減目標：

2030年度に基準年度比▲46％ 

・生物多様性枠組：2050年ビジョン、

グローバルゴールと 2030 年ミッシ

ョン、グローバルターゲット 
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年 世界・国の動向 埼玉県 加須市 備考 

２０２３

（R5） 

・新型コロナウイルス感染症

緊急事態の終了 

・IPCC 第 6 次評価報告書統合

報告書 

・気候変動適応法改正案 

生物多様性国家戦略 2023-

2030（第 6 次戦略） 

・外来生物法改正(施行) 

・省エネ法改正（施行） 

・気候変動適応計画一部変更 
 

・埼玉県地球温暖化対策実行

計画（第 2 期）（区域施策

編） 

・カーボンニュートラル宣言 

・加須市地球温暖化防止実行計

画（区域施策編） 

・加須市ゼロカーボンシティ宣

言 

・加須市気候変動適応センタ

ー設置（環境政策課内） 

・第3次加須市役所地球温暖化

防止実行計画（事務事業編）

改訂版 

 

気候変動適応法改正/熱中症対策
の推進、指定暑熱避難施設の整備 

IPCC 報告/人間活動による地球温
暖化は疑う余地がなく、CO2排出ネ
ット・ゼロが必要 

生物多様性国家戦略/2030 ネイチ
ャーポジティブを目標 
気候変動適応計画/熱中症対策の

強化 

２０２４

（R6） 

・地球温暖化対策推進法改正

案 

・改正気候変動適応法施行 

・熱中症警戒アラート情報提

供の開始 

・第 6 次環境基本計画 

・環境教育等の推進に関する

基本方針 

・第 5 次循環型社会形成推進

計画 
 

・埼玉県生物多様性保全戦略

2024-2031 

・加須市ゼロカーボンシティ推

進協議会設立 

温対推進法/市町村による指定暑

熱避難施設（クーリングシェルタ
ー）の指定等 
第 6 次環境基本計画/気候変動、生

物多様性の損失及び汚染の 3 つの
世界的危機に向け、「環境保全と、
それを通じた現在及び将来の国民

一人一人の『ウェルビーイング／
高い生活の質』の確保と新たな成
長を目指す。 

 

２０２５

（R7） 

・第7次エネルギー基本計画 

・地球温暖化対策計画 

・アメリカ：パリ協定離脱 

・生物多様性増進活動促進法

の施行 
 

・第5次埼玉県環境基本計画見

直し 

 

 地球温暖化対策計画/2035,2040 年度
温室効果ガス排出量削減目標2013 年

度比▲60％､▲73％ 

 

（２） 第 2次加須市環境基本計画策定のポイントを継承 

① 地域気候変動適応計画を内包する計画としての内容整理 

温室効果ガス削減に重きを置く 「緩和策」に加え、気候変動適応法に基づく 「適応策に

ついて、本市においては既に取り組んでいますが、改めて関連する気候条件や対応する

施策を整理し、地域気候変動適応計画として内包する計画としました。 

② SDGs のゴールと施策の対応関係の整理 

本計画の目指す目標やそれに向けた取組が国際目標である SDGｓ（持続可能な開発目

標）に関連し、寄与するよう、SDGｓと施策との対応関係を整理しました。 

③ 加須市の関連計画との整合 

本市のまちづくりの指針となる 「第 2次加須市総合振興計画」が令和 7年度 （2025 年

度）に後期計画基本計画として改訂されることに伴い、本計画の環境の保全と創造に関

する施策の方向性の整合を図りました。 

また、環境保全及び創造に関する施策を進める際に、まちづくりへの波及効果を念頭

におき、庁内横断的に施策を推進することが求められ、本計画に関連する個別計画との

連携についても明確化しました。 
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特に、第 2 次計画策定以降、本市では「加須市ゼロカーボンシティ宣言」を表明し、

2050年カーボンニュートラル実現に向け 「加須市地球温暖化防止実行計画 （区域施策編）

ゼロカーボンシティ 「かぞ戦略」」を令和 5 年 （2023 年）3月に策定し、重点的に進めて

いくことにしました。 

また、令和 7年度（2025 年度）に策定する「第 3次生物多様性かぞ戦略」をはじめと

した関連計画との連携と整合を強化し、環境の保全と創造に関する施策の効果的な展開

を目指します。 

 

（３） 市・市民・事業者の役割の明確化 

第 2 次計画では、前期計画より、計画の推進主体として、市・市民・事業者を位置付

け、3者の協働により推進することとしています。 

計画の実効性を高めるために、各施策に紐づく全 117 項目について 3 者の役割を明確

にします。 

 

（４） 環境に関するアンケート調査結果  ※ 詳細は 32ページ参照 

  ・実施期間：令和 7年 9月 19 日～10 月 10 日 

  ・対  象：市民 3,000 人、事業者 300 者、中学生約 300 人 

  ・回 収 率：市民 48.1（前回 42.5）%、事業者 50.3（45.3）%、中学生 93.1%（98.1%） 

 ・結果概要 

【問 1 住まい周辺の環境についての満足度】では、前回と同様、まちの静けさ、空気

のきれいさ、緑の豊かさで、それぞれ 6割以上の高い結果となりました。一方、

満足度を上回る不満度の項目は、河川・水路などの水のきれいさ、道路の利用し

やすさ・歩きやすさ、があげられました。 

【問 2 住まい周辺の環境についての重要度】では、前回と同様、震災や水害からの安

全性、道路の利用しやすさ・歩きやすさ、まちの清潔さ・きれいさの順で高い結

果となりました。この内、まちの清潔さ・きれいさは、前回より大きく増加しま

した。 

【問 5 気候変動・温暖化の影響を回避・軽減していくための「適応策」について】で

は、水害対策が特に高く、食糧の供給、暮らしの安全、健康の順で高い結果とな

りました。 

【問 8 環境問題への対応に向けた取組の言葉や内容について】では、食品ロスや SDGs

が 7 割前後、カーボンニュートラルやマイクロプラスチックによる海洋汚染が 4

割から 5割、他は 3割以下、そのほか市の各種計画である「生物多様性かぞ戦

略」や「地球温暖化対策実行計画」は低い結果となりました。 

【問 9 環境に関する主な施策への認識・参加状況等について】では、ごみの 5種 18 分

類や快適かぞ市民活動、道の駅の急速充電器、環境イベントが 5 割前後、屋敷林

指定制度や有機農業への支援、エコライフ DAY&WEEK 埼玉チェックシート、環境保

全団体への支援等は低い結果となりました。 
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【問 11 環境保全を推進していくため、市に期待する施策】では、空家対策、水と緑が

豊かな自然環境の保全が高い結果となりました。 

【問 12 環境保全を推進していくため、市に期待する環境教育・環境学習】では、市の

自然の魅力についての情報提供・発信が高い結果となりました。 

【問 13 環境について知りたい情報】では、市の大気汚染や水質汚濁など環境の現状に

関することや家庭でできる取組、気候変動・温暖化の現状に関することが高い結

果となりました。 

（５） 第 2次計画（前期計画）の達成度・評価 

前期計画では、4 つの基本目標、8 つの施策の柱、25 の施策を定めています。進行管理に

あたっては、「加須やぐるまマネジメント」に基づき、計画 （Plan）、実施 （Do）、点検 ・評価

（Check）、見直し（Action）のサイクルにより、施策または事業ごとに設定した環境指標及

び目標値に対する進捗状況の点検・評価を行ってきました。また、その結果を「加須市の環

境」として毎年公表しています。 

「加須市の環境」の結果をもとに、第 2次計画の前期計画期間における令和 3年度（2021

年度）から令和 6年度 （2024年度）の 4年間における基本目標の目標値及び環境指標からの

施策ごとの進捗状況を整理すると次表の通りです。（※） 

※令和 7 年度に本計画の改訂作業を行っているため、達成度評価は令和 6 年度までとなります。 
 

第 2次計画の前期計画の達成度・評価では、全 113 項目の成果指標のうち、大幅遅れ

が 8 項目、やや遅れが 18 項目であり、26 項目で改善が必要となりますが、その他全体の

約 8 割となる 87項目は、ほぼ計画どおりに達成できました。 

 

＜結果概要＞ 

【基本目標Ⅰ 環境意識を醸成し行動できるまちをつくる】 

新型コロナウイルス対策や以降の価値観等の多様化、少子高齢化の影響など、指標的に

は大きく遅れていましたが改善傾向が見られました。 

 

【基本目標Ⅱ 豊かな自然と共生するまちをつくる】 

防犯意識等によりーープンガーデン登録数は減少しましたが、他の指標は達成又は横ば

い状況で推移していました。 

 

【基本目標Ⅲ 地球にやさしいまちをつくる】 

エコライフ DAY&WEEK 埼玉チェックシート参加者は、紙シート配布から電子シート配布に

変更の影響もあり減少したほか、市役所からの CO2排出量は緩やかな減少傾向にあるもの

の、指標値と乖離しているため計画の見直し等に伴い評価が停止となっています。 

 

【基本目標Ⅳ 快適で暮らしやすいまちをつくる】 

全体としては横ばい状況で推移しています。一方、資源化率は高いものの、ごみの排出量

や河川の浄化対策などでは遅れています。 
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基本目標ごとの環境指標からみた進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和7年度 令和7年度目標値に対する達成率

令和3年度 令和6年度

実績値 割合 実績値 割合

環境フォーラム参加者数 人 200 0 0% 150 75%
令和3は
中止

（コロナ）※

環境学習講座等の参加数 人 370 31 8% 223 60%
令和3は
縮小

（コロナ）※

環境美化活動団体数（累計） 団体 42 39 93% 40 95%
2ﾎﾟｲﾝﾄ

↗

一斉清掃参加者数 人 35,600 5,086 14% 15,231 43%
29ﾎﾟｲﾝﾄ

↗

「浮野の里」環境保全活動
年間参加者数

人 1,200 1,444 120% 1,150 96%
24ﾎﾟｲﾝﾄ

↙

ーニバス自生地来訪者数 人 1,550 425 27% 1,580 102%
75ﾎﾟｲﾝﾄ

↗

渡良瀬遊水地まつりの来場者
数

人 5,500 0 0% 5,500 100%
令和3は
中止

（コロナ）※

ーープンガーデン登録数（累
計）

件 20 17 85% 9 45%
40ﾎﾟｲﾝﾄ

↙
加須未来館周辺景観形成
作物栽培面積（累計）

㎡ 15,000 13,889 93% 12,851 86%
7ﾎﾟｲﾝﾄ

↙
景観指針を策定する地区数
（累計）

地区 2 1 50% 1 50% →

エコライフDAYチェックシート
参加者数

人 23,000 16,197 73% 5,673 25%
48ﾎﾟｲﾝﾄ

↙

太陽光発電システムの容量
（10ｋW 未満）（累計）

ｋｗ 24,000 20,695 86% 25,092 109%
23ﾎﾟｲﾝﾄ

↗

気候変動への適応に関する情
報提供回数

回 5 5 100% 5 100% →

一人一日当たりごみの排出量 ｇ 800 829 81% 808 84%
3ﾎﾟｲﾝﾄ

↗
プラスチック類ゴム製品
ごみ排出量

ｔ 2,400 2,430 94% 2,400 102%
8ﾎﾟｲﾝﾄ

↗
焼却灰の発生量（加須クリーン
センター・大利根クリーンセン
ター）

ｔ 2,980 2,980 82% 2,980 78%
4ﾎﾟｲﾝﾄ

↙

公共下水道整備率（累計） ％ 98.3 94.0 96% 97.6 99%
3ﾎﾟｲﾝﾄ

↗
農業集落排水処理施設加入率
（累計）

％ 83.9 77.1 92% 78.6 94%
2ﾎﾟｲﾝﾄ

↗
浄化槽整備区域内の合併処理
浄化槽普及率（累計）

％ 84.5 52.0 62% 53.0 63%
1ﾎﾟｲﾝﾄ

↗
市内50地点のBOD
（冬期）の環境基準達成率

％ 100 54.0 54% 46.0 46%
8ﾎﾟｲﾝﾄ

↙

公害苦情処理解決率 ％ 90 88.0 98% 89.0 99%
1ﾎﾟｲﾝﾄ

↗

環境の監視測定の実施回数 回 13 13 100% 13 100% →

狂犬病予防注射の接種率 ％ 80 66.0 83% 67.5 84%
1ﾎﾟｲﾝﾄ

↗

不法投棄防止パトロール回数 回 24 24 100% 24 100% →

※ （コロナ）：新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大防止のため事業を中止・延期等としたため

 ２ 美しい景観の形成

 １ 地球温暖化への対応

 ２ きれいな水の再生

推移
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】

　　環境指標

環
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意
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を
醸
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し
行
動
で
き
る

ま
ち
を
つ
く
る

【

基
本
目
標
　
Ⅰ
】

目標値

 １ 環境学習・教育の推進

 ２ 環境活動の促進

単位

 １ 循環型社会の構築

 ３ 公害のない生活環境の確保

 １ 自然環境との共生
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８ 社会情勢の変化 

（１） 持続可能な開発目標（SDGs）に向けた取組の推進 

持続可能な開発目標 （SDGs）とは、2001 年 （平成 13 年）に策定されたミレニアム開発

目標 （MDGs）の後継として、2015 年 （平成 27 年）9月の国連サミットで採択された 「持

続可能な開発のための 2030 アジェンダ」において記載された、2030 年 （令和 12 年）ま

でに持続可能でよりよい世界を目指すための国際目標です。SDGs の 17 のゴールと 169 の

ターゲットの中には、世界全体における達成に向け、日本として国際協力面で取り組む

べき課題も多く含まれています。 

2016 年（平成 28 年）12 月に策定された「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」で

は、国として 8分野の優先課題と具体的な施策を定めており、地方自治体における SDGs

に関する取組の必要性が記載されています。 

また、2017 年 （平成 29年）6月における 「まち・ひと・しごと創生基本方針 2017」に

おいても SDGs の取組推進が謳われており、実施指針については、2019 年 （令和元年）12

月に改定され、優先課題にジェンダーの平等が明記されるとともに、さらに多様な主体

との連携による SDGs の推進が求められています。 

 

（２） 2050 年ゼロカーボンシティの実現 

地球温暖化は、人類の活動が引き起こした最も深刻な環境問題です。近年では、大型

台風やハリケーン、集中豪雨、干ばつや熱波などの異常気象が世界各地で発生し、甚大

な被害を引き起こしています。 

【国の取組】 

2016 年（平成 28 年）5 月に策定された地球温暖化対策計画は、「国連気候変動枠組条

約第 21 回締約国会議」（COP21）で採択されたパリ協定や 2015 年 （平成 27 年）7月に国

連に提出した「日本の約束草案」を踏まえ、我が国の地球温暖化対策を総合的かつ計画

的に推進するための計画として定められました。 

2016 年 （平成 28年）のパリ協定の発効以降、世界各国は脱炭素への取組を加速してお

り、脱炭素への取組を通じて経済成長や産業競争力の強化を目指す動きが急速に強まっ

てきました。国では、2020 年 （令和 2年）10月の 「2050 年カーボンニュートラル宣言」

を表明し、翌年 2021 年 （令和 3年）3月に、「地球温暖化対策推進法」を改正し、2050 年

カーボンニュートラルを基本理念に位置付けました。また、6 月には国 ・地方脱炭素実現

会議において「地域脱炭素ロードマップ」を策定、10 月には「地球温暖化対策計画」と

「気候変動適応計画」を定め、気候変動対策に向け、温室効果ガス排出抑制に向けた 「緩

和策」と、気候変動に伴う影響の回避 ・緩和に向けた 「適応策」を車の両輪として一体的

に展開していくことにしました。 
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この地球温暖化対策計画では、2050 年カーボンニュートラルを目標に、その途中年で

ある 2030 年度 （令和 12年度）における温室効果ガス排出量を、基準年度である 2013 年

度 （平成 25 年度）比で 46％減とすることを定め、経済成長を両立させながら、その実現

に向けた取組を進めていくことにしました。さらに、2025 年（令和 7 年）2 月に同計画

を改定し、2035 年度 （令和 17 年度）と 2040 年度 （令和 22 年度）における温室効果ガス

排出量を、基準年度比でそれぞれ 60％減､73％減の目標を定め、その実現に向けた取組を

一層進めていくことにしました。 

【市の取組】 

本市では、こうした情勢を踏まえ、2023 年（令和 5 年）3 月の加須市民の日記念式典

において、市長が「加須市ゼロカーボンシティ宣言」を表明し、市民と事業者との協働

により地球温暖化対策を一層推進し、2050 年カーボンニュートラルの実現を目指してい

くことにしました。 

また、その推進に向けて、同年 3 月に 「加須市地球温暖化防止実行計画 （区域施策編）

ゼロカーボンシティ「かぞ戦略」」を策定し、2030 年度（令和 12 年度）における区域か

らの温室効果ガス排出量を基準年度比 46％減の目標を掲げ、暮らしの中でカーボンニュ

ートラルを実現していくための具体的な施策や取組等を示しました。 

 

（３） 気候変動への適応策の推進 

近年では、気温の上昇、大雨の頻度の増加、それに伴う農作物の減産や品質低下、熱中

症リスクの増加など、地球温暖化に伴う気候変動に起因すると思われる影響が全国各地

で生じており、更に今後、これらの影響が長期にわたり拡大する恐れがあると考えられ

ています。 

2019 年（令和元年）9 月に発生した令和元年台風第 15 号、10 月に発生した台風第 19

号により、大規模停電が生じ、送電線等の被害による停電復旧期間の長期化が発生した

ことにより、災害時の迅速な電力復旧や再生可能エネルギーの導入拡大等の必要性も高

まっています。 

世界気象機関 （WMO）は 2025 年 （令和 7年）1月 10 日に、2024 年 （令和 6年）の世界

平均気温が産業革命前の水準より 1.55 度上回り、記録上最も暖かい年になったと発表し

ました。また、気象庁は、日本の平均気温も観測史上最高だったと発表しました。 

【国の取組】 

このような状況下で、気候変動の影響による被害を防止・軽減するため、国内では気

候変動適応の法的位置付けを明確にし、関係者が一丸となって一層強力に推進していく

べく、2018 年 （平成 30年）6月に 「気候変動適応法」 （同年 12月 1 日施行）が成立しま

した。これを受け、同年 11 月に 「気候変動適応計画」が閣議決定され、防災、農業、健

康等の幅広い分野での適応策を進めていくことになりました。 
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また、2021 年 （令和 3年）10 月に計画を変更し、分野別施策及び基盤的施策に関する

KPI の設定による各施策の進捗状況の把握と進行管理の実施、熱中症対策の強化を掲げ

ました。 

更に、気候変動適応の一分野である熱中症対策を強化するため、2023 年（令和 5 年）

4 月に改正気候変動適応法（気候変動適応法及び独立行政法人環境再生保全機構法の一

部を改正する法律）が成立し､これに基づき、同年 5月に熱中症対策実行計画の基本的事

項を定めるなど、気候変動適応計画の一部変更を行いました。 

【市の取組】 

本市においては、 「気候変動適応法」に基づく地域気候変動適応計画を包含した 「第 2

次加須市環境基本計画」を 2021 年（令和 3 年）3 月に策定し、気候変動リスクに対し、

分野ごとに想定される影響を踏まえ、適応策を実施していくことしました。 

また、気候変動適応法に基づき、県と共同して、市内における気候変動影響及び気候

変動適応に関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに技術的助言を行い、気候変動

適応の取組を推進するため、2023 年 （令和 5年）6月に埼玉県気候変動適応センター （埼

玉県環境科学国際センター）と共同で 「加須市気候変動適応センター」を設置しました。 

 

（４） 循環型社会の形成に向けたサーキュラーエコノミー（循環経

済）への移行促進 

資源循環の分野では、不適正な管理等により海洋に流出したプラスチックごみが世界

的な課題となっています。海洋プラスチックごみは生態系を含めた海洋環境の悪化や海

岸機能の低下、景観への悪影響、船舶航行の障害、漁業や観光への影響など、様々な問

題を引き起こしています。 

2019 年 （令和元年）6月に、長野県軽井沢町において 「G20 持続可能な成長のためのエ

ネルギー転換と地球環境に関する関係閣僚会合」が開催され、海洋プラスチックごみ問

題の分野においては、我が国が主導する形で、新興国・途上国も参加し、各国が自主的

な対策を実施し、継続的に報告 ・共有する新しい枠組として 「G20 海洋プラスチックごみ

対策実施枠組」が合意されました。 

【国の取組】 

2019 年（令和元年）5 月には、国内でプラスチックを巡る資源・環境両面の課題を解

決するため、国において、徹底したリサイクルによる再利用などが明記された「プラス

チック資源循環戦略」が策定されました。さらに、2020 年（令和 2 年）11 月には、「今

後のプラスチック資源循環施策のあり方について」がまとめられ、全国の自治体に、家

庭から排出されたプラスチック製容器包装 ・製品については、「プラスチック資源」とし

て一括回収することを求めるとされました。 

また、不必要な容器包装の削減等によるリデュース、リユース品やリサイクル品の利

用等の促進や、シェアリングやリペア・リユース等の更なる普及も必要とされており、

2020 年（令和 2年）7月にはレジ袋の有料化が開始されました。 
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こうしたこれまでの大量生産、大量消費、大量廃棄型の経済 ・社会様式から、競争条件

への影響も踏まえ、資源 ・製品の価値の最大化を図り、資源投入量 ・消費量を抑えつつ、

廃棄物の発生の最小化につながる経済活動全体の在り方を目指したサーキュラーエコノ

ミー（循環経済）への移行が位置付けられました。 

循環経済への移行によって、3R （廃棄物等の発生抑制 ・循環資源の再使用 ・再生利用）

＋Renewable（バイーマス化・再生材利用等）をはじめとする資源循環の取組が進めば、

製品等のライフサイクル全体における温室効果ガスの排出低減につながることから、カ

ーボンニュートラル実現の観点からも重要な取組として位置付けられています。 

その他にも、本来食べられるにもかかわらず捨てられてしまう食品ロスについて事業

者、消費者、地方公共団体、国等の各主体による取組の促進が求められており、2019 年

（令和元年）10 月 1 日には「食品ロスの削減の推進に関する法律」が施行されるなど、

このように多様な側面から循環型社会の形成に向けた取組が求められています。 

【市の取組】 

本市では、市民や事業者と協働して、ごみの発生抑制 （リデュース）、再使用 （リユー

ス）、再生利用 （リサイクル）、不要なものは買わない・もらわない （リフューズ）、修理

しながら長く使い続ける （リペア）の 5R を積極的に推進し、日本一のリサイクルのまち

を目指しています。そして、ごみの資源化や減量化の促進を図ることで、地球温暖化の

抑止や最終処分場の延命化などの諸問題に対応するとともに、一人ひとりの意識と行動

をこれまでの「廃棄物処理」の考え方から廃棄物を貴重な資源として活用する「資源循

環型社会」への転換を図っていくことにしています。 

また、ごみの 5種 18 分別収集を実施し、ごみの減量化と缶、びん、プラスチック類な

ど資源ごみの資源化・再商品化に取り組むとともに、海洋プラスチック問題への対策と

してプラスチックの利用削減に向けた啓発を進めています。 

食品ロス削減に向けて、啓発チラシや 「食品ロスを減らすアイデア集」、「買い物メン」

の作成と発信、「食べきり“かぞ”」協力店の募集と店舗情報の提供などをはじめ、フー

ドドライブ、フードバンク等の取組などを行っています。 

 

（５） 生物多様性の確保に向けたネイチャーポジティブ（自然再興）

の実現 

地球上には多様な生き物が存在し、現代の私たちの生活もこうした生物多様性がもた

らす恵み（生態系サービス）の上に成り立っています。 

しかし、世界の生物多様性及び生態系サービスの状況は悪化しており、推計 100 万種

が既に絶滅の危機に瀕しているとされ、これらの種の多くは、生物多様性への脅威を取

り除く行動をとらなければ、今後数十年で絶滅するおそれがあると予測されています。 

その要因としては大量消費型のライフスタイルや途上国と経済移行国の消費増が挙げ

られ、生物多様性の確保のためには、商品の持続可能な生産と消費が必須であることが

指摘されています。 
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国際的な動向としては、2010 年 （平成 22 年）に愛知県名古屋市で開催された 「生物多

様性条約第 10 回締約国会議」（COP10）では、2020 年（令和 2 年）までに達成すべき 20

の目標を掲げた「愛知目標」が合意されましたが、2014 年（平成 26 年）10 月に韓国で

開かれた 「生物多様性条約第 12 回締約国会議」（COP12）では、愛知目標の中間評価が行

われ、達成状況は不十分とした上で、緊急に取るべき対策がまとめられました。 

2022 年（令和 4 年）12 月にカナダ・ンントリーールで開催された第 16 回締約国会議

（COP16）において、新たな生物多様性に関する世界目標 （ポスト 2020 生物多様性枠組）

である 「昆明 ・ンントリーール生物多様性枠組」が採択されました。この枠組は、2050 年

ビジョンやグローバルゴール、2030 年ミッションやグローバルターゲットなどから構成

されており、2030 年ミッションとして 「生物多様性の損失を止め反転させる」すなわち

「ネイチャーポジティブ（自然再興）」が掲げられました。 

【国の取組】 

国内では、生物多様性基本法 （2008 年 （平成 20年）6月施行）において地方公共団体

の責務が示され、また、生物多様性地域戦略の策定が地方公共団体の努力義務として規

定されました。 

国では 2010 年 （平成 22年）に 「生物多様性国家戦略 2010」 （第四次戦略）を定め、人

と自然の共生を国土・地域レベルで広く実現させ、生物多様性の状態を現状以上に豊か

なものとするとともに、人類が享受する生態系サービスの恩恵を持続的に拡大させるこ

とを目指し、SATOYAMA イニシアティブを推進していくことにしました。 

2012 年 （令和 24 年）9月には、生物多様性条約第 10 回締約国会議(COP10)で採択され

た愛知目標の達成に向けた我が国のロードマップを示すとともに、2011 年 （平成 23年）

3 月に発生した東日本大震災を踏まえた今後の自然共生社会のあり方を示した「生物多

様性国家戦略 2012-2020」（第五次戦略）を定めました。 

そして、COP15 で採択された 「昆明 ・ンントリーール生物多様性枠組」を踏まえ、2023

年 （令和 5年）3月に 「生物多様性国家戦略 2023-2030」（第六次戦略）を定め、「生物多

様性損失」と 「気候危機」への統合的対応を図り、2030 年ネイチャーポジティブの実現

を目標に、30by30 目標の達成と自然資本を守り活かす社会経済活動を推進することにし

ました。 

【市の取組】 

本市においても、2017 年 （平成 29 年）3 月に 「生物多様性かぞ戦略」を策定し、市の

特徴・地域性を踏まえた特有の生物多様性の保全及び持続可能な利用を通じて、生物多

様性の状態を現状以上に豊かなものとするとともに、生態系サービスを将来にわたって

享受できる、「豊かな自然と共生するまちをつくる」を目標に、総合的かつ計画的な生物

多様性の保全に向け取組を進めてきています。 

 

  



 

20 

（６） 持続可能な開発のための教育（ESD）の推進 

環境問題が社会や経済、人々の暮らしと深く関わっていることから、環境学習・教育

を通じて、一人ひとりの意識改革を図っていくことが大切です。 

1992 年 （平成 4 年）にブラジルのリーデジャネイロで開催された 「地球サミット」で、

地球再生の行動計画 「アジェンダ 21」が採択され、この中で、持続可能な開発の促進に

は、教育が不可欠であることが明記されました。 

以降、国際的には、地球環境問題など様々な世界的課題の解決のために人づくりが重

要であるとして、「持続可能な開発のための教育」(Education for Sustainable 

Development「ESD」)の取組が世界各国で進められています。 

【国の取組】 

国内においては、2003 年 （平成 15年）に 「環境の保全のための意欲の増進及び環境教

育の推進に関する法律」が成立しました。その後同法は、国際的な動向も踏まえて 2011

年 （平成 23 年）6月に一部改正され、「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する

法律」（以下、「環境教育等促進法」といいます。）となりました。環境教育等促進法には、

国民や民間団体等との協働取組や学校教育における環境教育の充実などが盛り込まれま

した。 

2018 年（平成 30 年）6 月には、同法に基づき、「環境保全活動、環境保全の意欲の増

進及び環境教育並びに協働取組の推進に関する基本的な方針」の変更が閣議決定されま

した。同方針には、今後の学びにおける体験活動の重視と「体験の機会の場」の積極的

な活用について新たに記載されました。 

また、2019 年（令和 3 年）11 月に開催された第 40 回ユネスコ総会で「持続可能な開

発のための教育：SDGs 実現に向けて（ESD for 2030）」が採択されました。2024 年（令

和 6 年）5月に閣議決定された 「環境教育等の推進に関する基本方針」では、持続可能な

社会への変革に向けた環境保全活動・環境教育・協働取組の方向性を提示し、幅の広い

場や質の高い環境教育の充実などを掲げています。 

【市の取組】 

こうした情勢を踏まえ、環境基本計画において「環境意識を醸成し行動できるまちを

つくる」を基本目標の一つに位置付け、関係部署及び市民 ・事業者 ・民間団体と連携し、

環境学習・教育の推進及び環境活動の推進に向けた取組を進めてきています。 

 

  



 

21 

（７） 「ウェルビーイング/高い生活の質」の向上に向けて 

気候変動・地球温暖化をはじめとする環境リスク（環境危機）が増大する現代におい

て、環境の状況や環境対策のあり方は、経済・社会のあり方と密接に関連し、その度合

いはより一層増してきています。そして、環境危機を克服するためには文明の転換、経

済社会システムの変革が求められています。 

そのため、環境政策の推進にあたって、環境 ・経済 ・社会面を統合的 ・同時解決的に対

応することによって、地域の課題も同時解決が図れるよう、関連分野との連携を強化し、

より的確かつ効果的な環境の保全及び創造に向けた取組を総合的に進めていくことが期

待されます。 

【国の取組】 

2024 年（令和 6 年）に閣議決定された第 6 次環境基本計画では、「環境の保全を通じ

て、現在及び将来の国民一人一人の生活の質、幸福度、ウェルビーイング、経済厚生の

向上」を最上位の目標に掲げ、経済・社会的な課題も統合的に改善していくことを目指

していくことにしています。 

【市の取組】 

市では、第 2次加須市総合振興計画後期基本計画において、 「みんなでつくる 元気あ

ふれる 安全 ・安心 ・未来のまち 加須」を将来都市像とし、 「安全で安心に誰もがいき

いきと心豊かに暮らすまちづくり」、「地域の資源と豊かな自然を活かし、元気と魅力が

あふれるまちづくり」、「絆と協働の力で将来にわたって暮らしやすいまちづくり」、「DX

を活用し、新しい時代の流れを力にするまちづくり」を基本理念としています。このこ

とは、現在及び将来の市民一人ひとりのウェルビーイングの創出に直接つながっていま

す。 

本計画でも、この基本理念に基づき、「環境意識を醸成し行動できるまちをつくる」、

「豊かな自然と共生するまちをつくる」、「地球にやさしいまちをつくる」、「快適で暮ら

しやすいまちをつくる」の 4 つの基本目標を掲げ、市・市民・事業者の協働により、市

民生活や環境・社会経済活動と一体となった環境分野からの取組を総合的・計画的に進

め、現在及び将来の市民一人ひとりのウェルビーイングの形成を図っていくことを目指

しています。 
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ウェルビーイング 

 ウェルビーイング （Well-being）」とは、心身ともに健康であり、社会的にも充実して満

たされている状態を表す概念です。「well （良い）」と 「being （状態）」を組み合わせた言葉

です。単なる健康状態や経済的な豊かさだけでなく、精神的な充実感や社会との良好な関

係性を含む、総合的な幸福状態のことです。 

「ウェルビーイング」の語源は、ーックスフォード英語辞典によれば、イタリア語の

「benessere」で 16世紀ごろに導入されたとされています。 

「ウェルビーイング」の概念

は、昭和 21年 （1946 年）の WHO

（世界保健機関）設立時に憲章

の中で初めて公式に言及され

ました。当時は 「健康とは、病

気ではないとか、弱っていない

ということではなく、肉体的に

も精神的にも、そして社会的に

も、すべてが満たされた状態に

あること」と定義されていま

す。 

その後、平成 23 年 （2011 年）には国連総会で 「幸福度を測る新しい指標の必要性」が決

議され、GDP に代わる新しい豊かさの指標として国際的な認知を得るようになり、平成 27

年 （2015 年）の国連総会で採択された SDGs の宣言文の中で 「身体的 ・精神的 ・社会的にウ

ェルビーイングな社会」を目指すことが示され、更に広く知られるようになりました。 

近年では、WHO が令和 3年 （2021 年）に発表した 「Health promotion Glossary 2021 （ヘ

ルスプロンーション用語集 2021）」の中で、「ウェルビーイングは個人や社会が経験するポ

ジティブな状態のこと。健康と同じく日常生活の要素であり、社会的、経済的、環境的条件

により決まる」と再定義され、個人や組織、社会全体の持続可能な発展を支える重要な概念

として位置付けられています。 

トピックス 
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第２章 地域特性と環境における基本的認識 
 

１ 加須市の基礎情報 

（１） 位置・地勢 

本市は、埼玉県の北東部、関東平野のほぼ中央部を流れる利根川中流域にあり、古き

良き歴史を残した都市機能が集積する市街地と、その周辺に広がる水と緑の豊かな農村

地域が調和する田園都市です。 

利根川の堆積で形成され、海抜 （令和6年水準測量成果表）は最高15.657m、最低9.652m、

高低差6mほどの平坦地で、東西と南北それぞれ約16㎞の広がりをもち、面積133.30km2、

都心からおおむね 50km 圏内にあり、茨城県、栃木県及び群馬県に接し、関東のどまんな

かに位置しています。 

気候は太平洋側気候に属しており、令和 6年の年間平均気温は約 17℃、年間降水量は

約 1,200mm です。また、快晴の日数が多いことが大きな特徴です。夏は、日中かなりの

高温になり、雷雨が発生し、冬は、北西の季節風が強く、空気が乾燥しますが、生活にお

おむね好適と言えます。 

鉄道は、東武伊勢崎線に加須駅と花崎駅、東武日光線に新古河駅と柳生駅があり、JR

東北本線（宇都宮線）・東武日光線の栗橋駅に近接しています。 

主要な道路は、国道 122 号が南北方向に、国道 125 号と国道 354 号が東西方向を通り、

東側で国道 4 号に近接しています。また、東北縦貫自動車道加須インターチェンジがあ

り、首都圏中央連絡自動車道の白岡菖蒲インターチェンジに近接しています。 

 

●加須市の位置 
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（２） 人口・世帯 

本市の人口及び世帯数は、令和 7 年（1 月 1 日現在）の人口が 112,018 人、世帯数が

51,289 世帯、1世帯当たりの人員が 2.18 人です。 

人口は、合併以降減少傾向で推移しており、合併後の 15 年間で約 5,000 人の減少とな

っていますが、令和 7年の推計人口と比較すると減少は緩やかとなっています。 

 
資料：各年 1月 1 日現在の住民基本台帳（市民課） 

本市の将来人口の推計と目標については、国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠し

ながら市独自に推計しています。 

本市の将来人口は、2030 年（令和 12 年）には 109,933 人になると推計します。 

目標は、自然減抑制や社会像維持といった人口減少対策を推進し、2030 年（令和 12 年）

の人口目標を 110,000 人に設定します。 

●人口の見通しと目標 
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（３） 土地利用 

本市の土地利用は令和 7年（1月 1日現在）で、田が 34.1％、畑が 15.4％であり、田

畑を合わせると 49.6％となります。令和 2年比で 3.4％減少 （田が 2.2％、畑が 5.9％減

少）し、宅地が 4.8％増加となっています。 

田・畑については本市の自然環境において大きな割合を占めています。 

 

●地目別土地面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：税務課「固定資産概要調書」 

＊比率（％）については、小数第２位を四捨五入して算出しています。そのため合計が100％
にならない場合があります。 
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２ 気候の変化 

（１） 気温 

本市は、太平洋側気候に属する内陸性の気候で、年間平均気温は約 16℃、年平均降水

量は約 1,000mm です。また、快晴の日数が多いことが大きな特徴で、平成 21 年から平成

30 年までの 10年間の快晴日数を平均すると年間 56.7 日 （熊谷気象台）で日本一多く観

測されています。冬は、北西の季節風が強く、空気が乾燥し、夏は、日中かなりの高温に

なり、雷雨が発生しますが、生活はおおむね好適といえます。 

埼玉県では、最も気候変動が進んだ場合 （RCP8.5 シナリー）、21 世紀末 （2076 年～2095

年）には 20 世紀末 （1980 年～1999 年）よりも年平均気温が約 4.4℃上昇すると予測され

ています。 

●埼玉県の平均気温の将来変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「日本の気候変動 2025」（気象庁/文化庁）の資料によると熊谷地方気象台での 1897 年

から 2024 年までの気温上昇は 100 年に換算 2.3℃上昇となり、日本の平均気温の上昇率

1.4℃/100 年より高くなっています。 

●熊谷の年平均気温の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典）関東甲信地方のこれからの気候の変化（将来予測） 

RCP8.5 シナリー／気温の変化（埼玉県） 東京管区気象台より編集 

※20世紀末(1980〜1999年)から21世紀末(2076〜2095年)の間に起きると予測される気候の変化 

※偏差や比を算出する際の基準値は、1991-2020 年の 30 年平均値 

出典「埼玉県の気候変動」R7 年 3月 

熊谷地方気象台・東京管区気象台より 
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（２） 真夏日・猛暑日 

最も気候変動が進んだ場合（RCP8.5 シナリー）、埼玉県における年間猛暑日日数は 20

世紀末の 6 日から 21 世紀末には約 38 日、年間熱帯夜日数は 20 世紀末の 4 日から約 58

日増加すると予測されています。 

●埼玉県の年間階級別日数の将来変化 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）A-PLAT 気象観測データの 

長期変化の傾向より編集 

※偏差や比を算出する際の基準値は

1991-2020 年の 30 年平均値 
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（３） 年間降水量 

関東甲信地方の 1 時間降水量 50mm 以上の年間発生回数は、20 世紀末と比べ、最も気

候変動が進んだ場合 （RCP8.5 シナリー））3.5 倍に増加し、土砂災害や洪水等の災害リス

クが増加すると予測されています。 

●関東甲信地方の1時間降水量50mm以上の回数        将来予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

  

 

  埼玉県環境科学国際センター 
  （埼玉県気候変動適応センター） 

 

騎西地域の上種足にある埼玉県環境科学国際センターは、環境の保全及び創造に取り組

む県民への支援や県が直面している環境問題へ対応するための試験研究、環境面での国際

貢献など多面的な機能を持った新しい環境科学の総合的中核機関です。 

センターには、生態園（ビートープ）や展

示館「彩かんかん」、環境学習プラザなどの環

境学習のための施設と環境科学のための試験

研究施設である試験研究棟が設置され、様々

な環境問題に取り組んでいます。 

さらに、2018 年（平成 30 年）12月 1 日に

埼玉県環境科学国際センターを「地域気候変

動適応センター」に位置付け、県内の気象デ

ータや影響情報など、適応策に役立つ情報を

収集・整理するとともに、様々な手段を通

じ、情報提供しています。 

（出典）埼玉県環境科学国際センターホームページ、埼玉県気候変動適応センターホームページ 

●埼玉県環境科学国際センターの 

4 つの機能 

（出典）A-PLAT 気象観測データの長期変化の傾向より編集 

※偏差や比を算出する際の基準値は 1991-2020 年の 30 年平均値 

出典「埼玉県の気候変動」R7 年 3月 

熊谷地方気象台・東京管区気象台より 
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３ 環境の概要 

（１） 自然環境  

① 動植物・生態系（渡良瀬遊水地の保全活用） 

市民協働による渡良瀬遊水地の清掃活動や埼玉県環境科学国際センターと連携した渡

良瀬遊水地まつりでの環境学習など、渡良瀬遊水地の保全・活用を図っています。 

 

② 動植物・生態系など 

ノウルシやトキソウ（浮野の里）、ーニバス（ーニバス自生地）、ーーンノサシトンボ

（お花が池）、サンショウン （お花が池）など多様な生物が生息する水辺環境が数多く存

在し、本市では埼玉県における希少野生植物が約 50 種確認できるなど、水資源や生物・

植物といった自然環境にたいへん恵まれています。 

 

（２） 生活環境 

① 廃棄物（リサイクル） 

2023 年度 （令和 5年度）の本市のリサイクル率は、人口 10万人以上 50万人未満の都

市では全国 5位と、11年連続で全国トップ 5に入る高い水準を保っています。 

環境省報道発表（令和7年3月27日）一般廃棄物の排出及び処理状況等（令和5年度） 

② 公害対策 

水質汚濁、騒音、振動、悪臭等の公害に対し市民から苦情があった場合には、原因を究

明し、発生原因者へ解決に向けた助言や指導を行うとともに苦情相談者へ対応に係る説

明を実施し、迅速・適切な対応をすることにより早期解決を図っています。また、大気

や水質、道路騒音、放射能などの監視のため、定期的な測定を実施し、公害の未然防止

を図っています。 

 

  



 

30 

（３） 快適環境 

① 景観 

本市では屋敷林や社寺林とそれに連なる農村集落が点在する田園風景が残っています。

身近な緑を末永く保全するため、市内に点在する貴重な屋敷林・樹林や樹木の中で要件

を満たすものは保存樹林等として指定されています。 

② 清掃（河川の美化・清掃活動） 

河川清掃については、河川浄化対策協議会をはじめ自治協力団体や住民の協働により、

河川の美化 ・清掃活動を実施しています。また、市内一斉清掃 （快適かぞ市民活動）を実

施しています。 

 

（４） 地球環境 

① 気候 

太平洋側気候に属する内陸性の気候で、冬は北西の季節風が強く空気が乾燥し、夏は

日中かなりの高温になり豪雨が発生することもありますが、一方で全国でも晴天の日が

非常に多いところでもあり、大規模な風水害も少ないなど、生活するには、おおむね好

適といえます。 

② エネルギー・地球温暖化 

住宅用再生可能エネルギー設備等（太陽光発電・定置用蓄電池）設置補助金制度や再

生可能エネルギーに関する国・県などの補助制度の活用により、家庭・公共施設への再

生可能エネルギー導入を促進しており、市内の太陽光発電システムの累計導入量（固定

価格買取制度を活用する発電設備分）は 89,112kW（2024 年（令和 6 年）3月末時点）と

なっています。 

このうち、主に一般家庭で設置するとされる 10kW 未満の市内の住宅用太陽光発電シス

テムの設置は、5,196 件 23,554kW となっており、2020 年 （令和 2年）比で設備容量は 30%

増加しています。また、設置件数では 933 件（約 22％）増加しました。 

（自治体排出量カルテより） 

＊89,112kW（加須市の累計導入量）の年間発電量（推計）は、一般家庭の年間電力使用量（令
和5年度家庭部門のCO2排出実態調査調査（環境省））の約29,400世帯の電力を賄うことがで
きるとされます。 
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（５） 環境活動 

① 環境学習・環境教育 

浮野の里などでの自然観察会など、こどもたちが本市の環境に触れて学べる機会を創

出しています。 

② 協働の取組（協働に関するイベント・施設など） 

市民や事業者がボランティアで市道や公園等の環境美化活動を行う「環境美化活動団

体支援事業」の展開や、自治協力団体をはじめとする市民との協働による「市内一斉清

掃 （快適かぞ市民活動）」を実施するなど、環境分野における協働のまちづくりを展開し

ています。 

また、埼玉県環境科学国際センターでは、地方自治体で初の地域気候変動適応センタ

ーを設置しています。地球温暖化の県への影響や適応策、対応策等を研究し、県の施策

への情報提供や技術的助言を行っており、国内外から広く高く評価されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

「浮野の里」での自然観察会 

 

 

 

多門寺 ・北篠崎地内の 「浮野の里」では、昔ながらの田園風景を偲ばせる 「クヌギ

並木」や 「田堀」の跡が残されており、地域の皆さんの身近な自然環境として親しま

れています。 

また、絶滅危惧種である「ノウルシ」「トキソウ」などの自生地でもあるなど、地

域住民の方による保全活動により、貴重な生態系が維持されています。 

市では、この 「浮野の里」を貴重な環境体験学習の場として捉え、生態系調査と環

境学習を目的とした、地域の小学生による「『浮野の里』自然観察会」を毎年実施し

ています。 
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４ 市民意識・意向の状況（環境に関するアンケートの結果より） 

（１） 環境に関するアンケート調査結果（概要） 

調査年 
2025 年 

（令和 7年） 

2020 年 

(令和 2年) 

2015 年 

(平成 27 年) 

調査実施時期 令和 7 年 9 月 
令和 2 年 4 月 

（中学生は 6 月） 
平成 27 年 9 月 

市民 

対象数 3,000 3,000 3,000 

回答数（ｎ） 1,442 1,274 1,371 

回答率 48.1％ 42.5％ 45.7％ 

事業者 

対象数 300 300 300 

回答数（ｎ） 151 136 106 

回答率 50.3％ 45.3％ 35.3％ 

中学生 

対象数 317 270 270 

回答数（ｎ） 295 265 270 

回答率 93.1％ 98.1％ 100％ 

 

回答状況 

 アンケート回収率は市民 48.1 （前回 42.5）％、事業者 50.3％ （45.3）％で、令和 2

年調査より、市民 5.6 ポイント、事業者 5ポイント上昇、平成 27 年より市民 2.4 ポ

イント、事業者 15 ポイント上昇 

 中学生は回答者が令和 2年比で 5ポイント低下、平成 27 年比 6.9 ポイント上昇 

 全体的に回答者数が上昇したのは、アンケート実施時期が 9 月前半と、最近の気温

上昇など気候変動の影響の顕在化したことなどにより関心が高かったことなどが考

えられます。 

 

（回答者の属性） 

【市民】 

 年代では、60 歳以上が 54.7％と半数以上を占めています。 

 職業では、会社員 ・団体職員と無職がそれぞれ 25％以上となっています。70 歳以上

の回答率が 30％以上と多いことにより 「無職」の回答が高くなっていると考えられ

ます。 

 世帯構成では、夫婦 2 人世帯が約 3 分の 1 と最も多く、親子（子が成人）世帯、単

身世帯、親子（子は 18歳未満）の順になっています。 

 居住地域では、「加須地域」からの回答が 58.6％と半数以上を占めています。次いで

「騎西地域」、「大利根地域」、「北川辺地域」となっています。 



 

33 

 

【事業者】 

 事業所の地域では、「加須地域」からの回答が 58.3％と半数以上を占めています。 

 主たる業務では、サ－ビス業が 25.8％で最も多く、次いで、建設業・鉱業、卸売・

小売業、製造業の順となっています。 

 事業所の形態では、店舗 ・商業施設、事業所、住居併設、工場の順となっています。 

 市内での営業年数では、30 年以上が 61.6％と最も多く、次いで、「10年～19 年」が

16％となっています。 

 従業員数では、「1～3人」が 56.3％と半数を占めており、次いで、 「4～9人」となっ

ており、10 人未満の事業所の回答が全体の 4分の 3を占めています。 

 

住まい周辺の環境に対する満足・不満について（市民） 

 環境の満足度は、前回と同様「まちの静けさ」、「空気のきれいさ」、「緑の豊かさ」

で、それぞれ 60％以上となっています。 

 「河川・水路などの水のきれいさ」、「道路の利用しやすさ・歩きやすさ」では、不

満度が満足度を上回っています。 

 住まい周辺の環境に対する重要度では、前回と同様、「震災や水害からの安全性」、

「道路の利用しやすさ・歩きやすさ」、「まちの清潔さ・きれいさ」の順ですが、「ま

ちの清潔さ・きれいさ」は前回より大きく上昇しています。 

 

環境対策に関わる言葉への認識状況（市民） 

 環境対策に係る新しい言葉の認識は、食品ロスや SDGs の認識はそれぞれ 7割前後と

高く、市民の意識への浸透が見られます。 

 カーボンニュートラルやマイクロプラスチックによる海洋汚染は 4～5割で、他は 3

割以下で対策と浸透が進んでいないと考えられます。特に国の最新の対策の用語へ

の認識は低くなっています。 

 また、市の計画でも「生物多様性かぞ戦略」や「地球温暖化対策実行計画」の認識

は低いため、今後の普及と啓発が重要となっています。 

 

市が実施する環境保全の施策についての認識状況（市民） 

 市が実施する環境保全の施策では、ごみの 5種 18 分類、快適かぞ市民活動、道の駅

の急速充電器、環境イベントについては、それぞれ 50％割前後が 「知っている」と

しています。 

 反面、屋敷林指定制度や有機農業への支援、エコライフ DAY&WEEK チェックシート、

ーープンガーデン、環境保全団体への支援等については、 「知らない」がそれぞれ 60

～80％以上と多く、特定の個人・団体に関わる施策ため、認識が低い結果となって

います。 



 

34 

今後、重点的または取り組んで欲しい取組について（市民） 

 気候変動への適応策で重点的に取り組んで欲しい内容としては、水害対策が特に高

く 70％以上となっています。次いで、食料の供給、暮らしの安全、健康等の対策の

順で、それぞれ 50％前後となっています。 

 環境保全の推進に向けて市に期待する取組としては、空家対策や水と緑が豊かな自

然環境の保全が高くなっています。 

 市に期待する環境教育等については、多様な価値観を反映して、市の自然の魅力に

ついての情報提供・発信、ごみの減量・分別等暮らしに役立つ講座・イベント、自

然体験 ・自然観察、地元農産物や農業の体験などの機会充実の順で、それぞれ 30％

前後となっています。 

 知りたい環境情報としては、環境の現状に関する情報、家庭でできる取組がそれぞ

れ 40％以上で、次いで、気候変動・温暖化に関する情報が約 35％となっています。 
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（２） 市民意識・意向の状況（令和 2年、平成 27 年調査結果との比較） 

① 加須市の環境について 

住まい周辺の環境に対する重要性について（市民） 

 「震災、水害からの安全性」が最も高く、次いで「道路の利用しやすさ・歩きやす

さ」、「まちの清潔さ・きれいさ」の順となっています。 

 「震災、水害からの安全性」は、平成 27 年より上昇し、令和 2年よりは低下してい

ます。令和 2 年は、前年の令和元年 10 月に発生した台風 19 号により関東甲信越及

び東北地方に未曾有の大災害をもたらし、加須市にも利根川の河川水位の急上昇に

伴う避難指示（緊急）が発令される緊迫事態となったことなども影響していると考

えられます。また、近年、地震への安全をはじめ、気候変動による豪雨災害の多発

などもあり、高くなっていると考えられます。 

 「道路の利用しやすさ・歩きやすさ」及び 「まちの清潔さ・きれいさ」も、平成 27

年、令和 2 年より上昇しており、安全・安心や快適な生活環境の確保への期待が高

くなっています。 

 その他の項目は、前回及び前々回とほぼ同じか、重要度は低下傾向が見られます。 

 

住まい周辺の環境に対する満足・不満について（市民） 

 「満足」「やや満足」を合わせた値を満足割合、「やや不満」と「不満」を合わせた

値を不満割合として見ると、満足割合が最も高かった項目は「まちの静かさ」で、

次いで「空気のきれいさ」、「緑の豊かさ」の順となっています。この 3 項目は、平

成 27 年、令和 2年も同様とでした。 

 全体として満足割合では、平成 27 年及び令和 2 年とも同様の傾向になっています

が、令和 2年よりは低下が見られます。 

 満足割合が平成 27 年及び令和 2 年より低下が顕著な項目は、「まちの清潔さ・きれ

いさ」や「緑の豊かさ」、「水や水辺との親しみやすさ」、「農地や土との親しみやす

さ」、「野鳥や昆虫、魚などの生きものとの親しみやすさ」、「公共の広場、公園の利

用しやすさ」、「自然の眺めやまち並みの美しさ」、「道路の利用しやすさ・歩きやす

さ」となっています。 

 不満割合が最も高かった項目は、「道路の利用しやすさ・歩きやすさ」が最も高く、

次いで「水や水辺との親しみやすさ」、「公共の広場、公園の利用しやすさ」となっ

ています。これらは平成 27 年、令和 2年も割合が高くなっています。 

 不満割合が平成 27 年、令和 2 年より増加した項目は、「河川・水路や池沼などの水

のきれいさ」や「公共の広場、公園の利用しやすさ」などとなっています。 
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住まい周辺の環境に対する重要性の認識 

●環境に対する重要度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

空気のきれいさ 

まちの静かさ 

まちの清潔さ・きれいさ 

河川・水路や池沼などの水のきれいさ 

緑の豊かさ 

水や水辺との親しみやすさ 

農地や土との親しみやすさ 

野鳥や昆虫、魚などの生きものとの 

親しみやすさ 

公共の広場、公園の利用しやすさ 

自然の眺めやまち並みの美しさ 

文化財・遺跡などへの接しやすさ 

道路の利用しやすさ・歩きやすさ 

震災、水害からの安全性 

その他 

無回答 

2025 年（n=1,442） 

2020 年（n=1,274） 

2015 年（n=1,371） 
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不満度 満足度 

空気のきれいさ 

まちの静かさ 

まちの清潔さ・きれいさ 

緑の豊かさ 

水や水辺との親しみやすさ 

農地や土との親しみやすさ 

野鳥や昆虫、魚などの 
生きものとの親しみやすさ 

公共の広場、公園の利用 
しやすさ 

自然の眺めやまち並みの 
美しさ 

文化財・遺跡などへの 
接しやすさ 

道路の利用しやすさ・ 
歩きやすさ 

震災、水害からの安全性 

2025 年（n=1,442） 

2020 年（n=1,274） 

2015 年（n=1,371） 

住まい周辺の環境に対する満足・不満 

●環境に対する満足と不満 
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満
足
度
 

グループＡ１ 

「重要度」は中程度で、やや低下 

「満足度」は高く、やや減少傾向 

グループＡ２ 

「重要度」は中程度で、や

や上昇傾向 

「満足度」は高かったが中

程度に低下 

グループＢ 

「重要度」が高く、上昇傾向 

「満足度」がやや低い 

グループＤ 

「重要度」は低く、「満足度」はや

や低く、低下傾向 

グループＣ 

「重要度」は中程度で、 

「満足度」はやや低く、低下傾向 

重要度 

空気のきれいさ まちの静かさ 

まちの清潔さ・
きれいさ 

河川・水路や池
沼などの水のき
れいさ 

緑の豊かさ 

水や水辺との
親しみやすさ 

農地や土との
親しみやすさ 

野鳥や昆虫、魚など
の生きものとの親し
みやすさ 

公共の広場、公園の
利用しやすさ 

自然の眺めやま
ち並みの美しさ 

文化財・遺跡など
への接しやすさ 

道路の利用しやすさ・
歩きやすさ 

震災、水害から
の安全性 

● 令和 7 年調査 

● 令和 2 年調査 

● 平成 27 年調査 

 

② 環境の重要度と満足度の関係性（平成 27 年からの推移を含む） 

「住まい周辺の環境に対する重要性の認識」と「住まい周辺の環境に対する満足度」

との関係性、平成 27 年から令和 7年の推移を含めて示しています。 

 

●環境の重要度と満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）満足度は、「満足」を 2 点、「やや満足」を 1 点、「どちらともいえない」を 0 点、「やや不

満」を－1 点、「不満」を－2 点とし、回答率に乗じた値の平均を示しています。 

重要度は、各環境項目のうち、「重要」と回答した人の割合を示しています。 
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グループ

Ａ1 
加須市の環境の“強み”を生かすことが有効 

「空気のきれいさ」「まちの静けさ」「緑の豊かさ」は、日常生活において健

康で快適に、自然の恵みを享受しながら、安心して暮らし続けられる基盤とな

る環境です。令和 7年調査では満足度が低下していることが懸念されます。 

これらは、加須市の環境の“強み”となる項目と認められることから、市

民・事業者の理解を得ながら、快適で継承すべき加須市の環境をみんなで守っ

ていくとともに、より良好な状態にし、“強み”が発揮できるよう、協力を呼

び掛けていくことが必要です。 

グループ

Ａ２ 
加須市の環境の“強み”のひとつが低下、街並みの美観の向上が重要 

「まちの清潔さ・きれいさ」も‘強み’です。令和 2年ではグループＡ１に

含まれていましたが、令和 7年において大きく満足度が低下し、環境づくりへ

の重要度が上昇しています。一層の改善を図り、グループＡ１と同様に取り組

んでいくことが必要です。 

グループ

Ｂ 
加須市の環境保全を推進するうえで、重点的に対策を講じることが必要 

「震災、水害からの安全性」及び 「道路の利用しやすさ・歩きやすさ」は、「満

足度」がやや低い状態にありますが、市民の周辺環境に対する 「重要度」が高ま

っています。特に令和 7年において、「重要度」が大きく増加しています。 

持続可能な地域づくりにおいて、市民の安全 ・安心の確保が基本です。今後の

まちづくり等において重点的に対策を講じていくことが求められています。 

グループ

Ｃ 
生活環境の向上に向け継続的に対策の推進が必要 

「公共の広場、公園の利用しやすさ」及び 「河川 ・水路や池沼などの水のきれ

いさ」の「重要度」は中程度ですが、「満足度」はやや低く、低下傾向となって

います。生活環境の質の改善に向け、継続的な対策が求められています。 

グループ

Ｄ 
加須市の環境とふれあい、環境意識の醸成やライフスタイルの変容に重要 

「農地や土との親しみやすさ」「昆虫、魚などの生きものとの親しみやす

さ」「水や水辺との親しみやすさ」「自然の眺めやまち並みの美しさ」及び「文

化財・遺跡などへの接しやすさ」は、「重要度」は低く、「満足度」も低下傾向

が見られます。 

これらの項目は、加須市の環境とのふれあいを楽しみつつ、環境への理解や

環境保全活動への意欲を高めていく上で重要な役割を果たしています。そのた

め、市民が環境の恵み（資源）とのふれあいが楽しめ、活用できるよう継続し

て取組を進めるとともに、社会・経済活動とも一体となった環境資源の再発見

や新たな資源の創造が求められています。 
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（３） 市民・事業者・中学生の取組状況について 

冷房 ・暖房機器の設定温度について、市民 ・事業者 ・中学生とも、平成 27 年及び令和

2年のアンケートでは、 「冷房の設定温度を 28℃以上」「暖房の設定温度は 20℃以下」に

分けた設問となっていましたが、気候変動による猛暑日や熱帯夜の増加など熱中症予防

や冬季のヒートショック予防の観点などから、一人ひとりに合った適切な使用が奨励さ

れています。また、冷暖房機器雄の省エネ化・自動温度調整性能の向上と普及などを考

慮して、令和 7年調査では一つにまとめて、「冷房 ・暖房は健康を第一に、冷やし過ぎな

い・暖め過ぎないよう柔軟に温度を設定する」に変更しています。 

比較では、平成 27年及び令和 2年については、 「冷房の設定温度を 28℃以上」と 「暖

房の設定温度は 20℃以下」の回答結果を平均した値で示しています。 

その結果、市民 ・事業者 ・中学生とも、「取り組んでいない」が大きく減少し、「いつも

取り組んでいる」が大きく増加しています。また、市民 ・事業者の 「いつも取り組んでい

る」は、平成 27 年及び令和 2 年の「いつも取り組んでいる」と「時々取り組んでいる」

を合わせた値とほぼ同じ回答割合となっています。 

 

同様に、事業者における設問において、「不要な照明や OA機器は、こまめに消す」は、

平成 27 年及び令和 2 年調査の「不必要な照明はこまめに消す」と「不要な OA 機器等は

こまめに消す」をまとめてたずねています。比較は、2つの回答の平均で比較しています

が、ほぼ同じ回答割合となっています。平成 27 年及び令和 2 年調査では「不要な OA 機

器等はこまめに消す」が 「不必要な照明はこまめに消す」より下回っていましたが、「不

必要な照明はこまめに消す」の回答は、令和 7 年調査とほぼ同じ傾向となっており、照

明に関する節電対策が多いと考えられます。 

 

以下、市民・事業者・中学生の取組状況について、平成 27年及び令和 2年の結果と

の比較の概要を示しています。なお対象とした取組は、前期計画で示していた取組とあ

わせています。 
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市民の取組状況（※冷房・暖房機器の温度設定を除く） 

 「いつも取り組んでいる」では、「決められたごみの分別を守る」で、平成 27 年、

令和 2年と同様に 9割上が実施しています。 

 次いで、「調理くずや油を排水口へ流さないようにする」、「買い物は袋を持参し、

不要な包装等を断る」、「不要な照明は、こまめに消す」の順となっています。 

 平成 27 年、令和 2年と比べ「いつも取り組んでいる」が上昇している項目は、「買

い物は袋を持参し、不要な包装等を断る」で、レジ袋規制に関する取組が定着して

きていると考えられます。 

 反面、平成 27 年、令和 2年と比べ大きく低下した項目は、「エコドライブを実践す

る」で、自動車性能の向上に伴うアイドリング・ストップ不要な車が普及してきた

ことなどが考えられます。 

 

事業者の取組状況（※冷房・暖房機器の温度設定を除く） 

 「いつも取り組んでいる」で、平成 27 年及び令和 2年より上昇している取組は、

「カーテンやブラインドを上手に利用し、冷暖房効果を高めるように心がける」や

「使用済みの文具や封筒など、まだ使えるものは再利用する」となっています。 

 反面、平成 27 年及び令和 2年より低下している取組みは、「簡易包装や梱包材再利

用など包装材廃棄物の減量化を行う」や「事業所で使用する用紙などに再生紙を使

用する」、「使い捨て物品を使用しないように心がける」となっています。 

 

中学生の取組状況（※冷房・暖房機器の温度設定を除く） 

 全体的に、「いつも取り組んでいる」の割合は、平成 27 年及び令和 2年と比べ、横

ばいか低下傾向となっています。 

 「いつも取り組んでいる」が平成 27 年及び令和 2年と比べ上昇した取組は「買い

物するときは、レジ袋は買わない、もらわない」となっています。 

 大きく低下しているのは、「ごみを出すときは、ルールを守ってごみを分ける」や

「ごはんやおかずを残さず食べる」、「清掃や緑化など、地域での活動に参加する」

となっています。 

 また、「冷蔵庫のとびらは、すぐに閉める」、「部屋を出る時は、明かりを消す」、

「お風呂は冷めないうちに、続けて入る」となっています。 
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市民・事業者・中学生の取組状況について 

●日常生活での環境に配慮した取り組み状況について（市民・問 6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

冷房 ・暖房は健康を第一
に、冷やし過ぎない・暖
め過ぎないよう柔軟に
温度を設定する 

2025 

2020 

2015  

不要な照明は、こまめに
消す 

2025 

2020 

2015  

家電製品を使わないと
きは、主電源を切る、コ
ンセントからプラグを
抜く 

2025 

2020 

2015  

冷蔵庫は食品を詰め込
み過ぎない､扉の開け閉
めは極力少なく・短くす
る 

2025 

2020 

2015  

詰め替え可能な商品を
買うように心がける 

2025 

2020 

2015  

決められたごみの分別
を守る 

2025 

2020 

2015  

食品トレーや牛乳パッ
クの店頭回収に協力す
る 

2025 

2020 

2015  

廃品回収やリサイクル
活動に積極的に取り組
む 

2025 

2020 

2015  

買い物は袋を持参し、
不要な包装等を断る 

2025 

2020 

2015  

ご飯やおかずは作り過
ぎない、残さず食べる 

2025 

2020 

2015  

外出時はできる限り徒
歩･自転車･バス･電車を
利用する 

2025 

2020 

2015  

エコドライブを実践す
る 

2025 

2020 

2015  
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●事業所でできる環境に配慮した取り組みについて（事業者・問 7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

冷房 ・暖房は健康を第一
に、冷やし過ぎない・暖
め過ぎないよう柔軟に
温度を設定する 

2025 

2020 

2015 

空調機器のフィルター
はこまめに掃除をする 

2025 

2020 

2015 

カーテンやブラインド
を上手に利用し、冷暖房
効果を高めるように心
がける 

2025 

2020 

2015 

不要な照明や OA 機器
は、こまめに消す 

2025 

2020 

2015 

OA 機器等購入の際は、
価格よりも省エネ性能
を重視する 

2025 

2020 

2015 

使用済みの文具や封筒
など、まだ使えるものは
再利用する 

2025 

2020 

2015 

使い捨て物品を使用し
ないように心がける 

2025 

2020 

2015 

簡易包装や梱包材再利
用など包装材廃棄物の
減量化を行う 

2025 

2020 

2015 

廃棄物は、分別排出や
リサイクルを徹底する 

2025 

2020 

2015 

ミスコピー用紙を再利
用するなど、紙の使用量
削減に努める 

2025 

2020 

2015 

事業所で使用する用紙
などに再生紙を使用す
る 

2025 

2020 

2015  
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●日常生活の中での環境を良くする取り組みについて（中学生・問 6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

冷房 ・暖房は健康を第一
に、冷やし過ぎない・暖
め過ぎないよう柔軟に
温度を設定する 

2025 

2020 

2015 

 
部屋を出る時は、明かり
を消す 

2025 

2020 

2015 

 テレビやゲーム機など
は使わないときは、電源
を切る、コンセントから
プラグを抜く 

2025 

2020 

2015 

 
冷蔵庫のとびらは、すぐ
に閉める 

2025 

2020 

2015 

 
詰め替え可能な商品を
買うように心がける 

2025 

2020 

2015 

ごみを出すときは、ルー
ルを守ってごみを分け
る 

2025 

2020 

2015 

 
ごはんやおかずを残さ
ず食べる 

2025 

2020 

2015 

 お湯や水を流しっぱな
しにしないで、こまめに
とめる 

2025 

2020 

2015 

 
お風呂は冷めないうち
に、続けて入る 

2025 

2020 

2015 

 
食料品は、近くの産地の
ものを買う 

2025 

2020 

2015 

 エコマークのついた製
品やリサイクル製品を
選ぶ 

2025 

2020 

2015 

 
清掃や緑化など、地域で
の活動に参加する 

2025 

2020 

2015 

 
家族で、環境問題につい
て話し合う 

2025 

2020 

2015 

2025 年（n=295） 

2020 年（n=265） 

2015 年（n=270） 
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５ 後期計画期間の課題 

（１） 地域や学校との連携による環境学習・環境教育の推進 

● 少子化が進行する中で、環境イベントや環境学習への参加者数は減少が見込まれますが、

こどもの環境に対する関心は全般的に高い傾向が見られます。地域や学校と連携しなが

ら、加須市の豊かな自然環境や自然と共生してきた文化を題材とし、こどもから大人ま

で世代を超えて、日々の生活・暮らしに根ざした環境学習・教育を推進し、環境行動の

推進につなげていくことが必要です。 

● 環境問題の輻輳化や価値観・ライフスタイルが多様化する現代、市民の環境への関心や

行動も変化や多様化しています。そのため様々な分野での学習やイベントとも連携し、

環境との関わりを学び、体験できるよう環境学習や環境活動への参加のあり方を工夫し

ていくことが必要です。あわせて、体験型の学習や活動による環境保全への理解の醸成

による行動変容を図っていくとともに、ICTを活用したーンライン学習の取組や情報提供

など、地域の環境や環境問題の共有を図っていくことが重要です。 

（２） 水や緑、生物多様性といった自然環境の保全と活用 

● 環境の危機と言われる現代において、持続可能な地域社会の形成に向けては、生活や社

会経済の基盤でもある本市の自然環境が持続可能な状態になっていることが重要です。

アンケート結果でも、市民、事業者、中学生すべての対象で、今後本市が取り組むべき

環境保全の施策として「水と緑が豊かな自然環境の保全」の割合が最も高くなっていま

す。本市の豊かな自然環境を保全、活用するための施策に今後も力を入れる必要があり

ます。 

● 渡良瀬遊水地や浮野の里など加須市を代表する水辺等の自然環境を生かし、観光として

人を呼び込みながら豊かな自然を守り育てていくことが重要です。 

● 本市の自然を代表する農地や農業・農村の有する多面的機能の保全と活用を図っていく

ことが必要です。また、食糧供給の場として、環境にやさしい農業の推進、適切な環境

の保全と活用を図っていくことが必要です。 

● 緑の創出という視点では、ーープンガーデンの開催や屋敷林の保全などを実施している

ものの、認知度が低いことが課題として挙げられます。また、気候変動の緩和や適応に

向けて屋敷林の保全と公園緑地の整備・管理、住宅地や市街地の緑化など、グリーンイ

ンフラとしての緑の創出を図り、まちづくりと一体となって活用を図っていくことが必

要です。 

● 特定外来生物であるアライグマなどによる生活や農業への被害をはじめ、クビアカツヤ

カミキリ等による市の木「サクラ」などへの被害が拡大しています。また、イノシシや

ムクドリなどによる被害も拡大しているなど、適切な鳥獣害対策を進めていくことが必

要です。 

● こうした自然環境の保全と活用、水辺や緑の創出と活用などを進めていくためには、自

治協力団体や事業者などによる主体的な活動・参加が重要であるため、活動や参加を支
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援し、促進していくことが必要です。また、特定外来生物や有害鳥獣対策に向けては、

市内への侵入・拡大を防止するためにも、早期発見と対策が必要なため、適切な情報提

供と地域の市民や事業者、団体などからの通報の普及促進が重要です。 

● あわせて、本市の人口の見通しから人材不足の対応策として、ICTやAIなどのデジタル技

術の活用をはじめ、地域の自然資源を活かし、エコミュージアムやグリーン・ツーリズ

ム、観光・レクリエーションなどの取組と連携し、地域間や都市地域との環境交流機会

を一層充実していくことが必要です。 

（３） 脱炭素社会の構築と気候変動への適応策の推進 

● 2050年ゼロカーボンシティの実現に向けて、地域の脱炭素化、脱炭素行動を加速化して

いくとともに、地域の課題も解決していく重要な時期になっています。従来までの環境

保全に係る行動や対策だけではなく、他の分野の取組や社会経済活動と一体となった取

組の展開と相乗効果を図っていくことが重要です。気候変動の緩和策と適応策の推進に

あたっては、こうした取組への移行を視野に推進していくことが必要です。 

● アンケート結果より、震災、水害からの安全性についての満足度が低く、重要度は特に

高くなっています。また、気候変動への適応に向けて、水害対策やくらしの安全 ・市民

生活の確保、熱中症等健康対策が求められています。今後、気候変動の影響が強まるこ

とが懸念される中、市民生活や社会経済活動における安全 ・安心 ・健康の確保に向けて、

脱炭素 ・資源循環や自然共生、生活環境保全、まちづくりなどと一体となった適応を図

っていくことが必要です。 

（４） 生活環境の維持 

● 廃棄物や資源問題は、生活や社会経済活動を行っていく上で、避けては通れない基本的

な課題であるため、従来の大量生産 ・消費と大量廃棄型の社会経済活動から、資源投入

量が少なく、資源が循環利用される循環経済が進んだ循環型社会の構築が重要です。市

民 ・事業者ともに日ごろから5Rの取組を実践していることから、リサイクルのまちとし

て循環型社会の構築のため、今後もごみの排出量の削減とリサイクルの推進をはじめ、

リサイクル製品 ・資源の積極的な活用、プラスチックごみや食品ロス対策を進め、サー

キュラーエコノミー（循環経済）への移行に向けた取組を促進するがことが必要です。 

●  「まちの清潔さ・きれいさ」は、加須市の環境の “強み”と認識されている一方で、空

家や耕作放棄地の増加、水質管理などの生活環境に対する不安の声が見られます。農業

の集約化に対する取組は進んでおり、空家対策や水質調査の実施も着実に行われていま

す。今後も安心して暮らせる環境を守るため継続して生活環境の保全と質の向上に関わ

る事業に取り組んでいく必要があります。また、気候変動や有害物質などの環境リスク

の低減に向けた取組を進めていく必要があります。 

● 知りたい情報として 「市の大気汚染や水質汚濁など環境の現状に関すること」や 「家庭

でできる環境への取組に関すること」が特に高いことから、市民の生活環境に直接かか

わることについての情報の発信についても取り組む必要があります。 
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第３章 望ましい環境像と基本目標 
 

 

望ましい環境像は、市 ・市民 ・事業者に共通する長期的な目標です。望ましい環境像の

実現に向けて、4つの基本目標を示すとともに、持続可能なライフスタイルの構築を目指

していきます。 

 

●望ましい環境像の実現に向けて 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

【望ましい環境像】 

 

豊かな自然と快適な環境のまち 

 

「ウェルビーイング/ 

高い生活の質に」向けた 

循環共生型社会の実現 

【基本目標Ⅰ】 

 【基本目標Ⅲ】 

 

【基本目標Ⅳ】 

 

【基本目標Ⅱ】 

 

※ウェルビーイング Well-being（第六次環境基本計画第 2 章より） 

環境基本法第１条の規定を現在の文脈で捉え直すと、環境政策は、「環境保全上の支障の防止」及び 「良好

な環境の創出」からなる環境保全と、それを通じた 「現在及び将来の国民一人一人の生活の質、幸福度、ウェ

ルビーイング、経済厚生の向上」（以下「ウェルビーイング／高い生活の質」という。）を目指しています。 
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Ⅰ－１ 環境学習の機会の提供、各種機関との連携を通じた環境情報の共有な

どにより、環境学習・教育を推進し、一人ひとりが加須市の環境に関

心を持ち、自ら学び、活動する、の機運が醸成されたまち 

 

Ⅰ－２ 地域の環境美化や地域衛生の向上のための自主的な活動、市民・事業

者などとの協働による環境活動の支援などにより、深い絆でつながり

環境活動が行われているまち 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ－１ 屋敷林 ・社寺林のある田園風景、浮野の里、ーニバス自生地、利根川 ・

渡良瀬遊水地などに代表される水辺環境の保全・再生、外来種・鳥獣

対策の推進など、ネイチャーポジティブ （自然再興）の推進により、豊

かな自然とそこに生息・生育する生物の多様性が守られるまち 

 

Ⅱ－２ 豊かな自然を守り活かすことでその恵みを享受しつつ、新たな緑化の

創造・保全や環境美化の推進、美しい景観形成、自然のもつ環境保全

機能との調和が図られたまち 

 

 

 

 

 

  

 
環境意識を醸成し行動できるまちをつくる  

 
豊かな自然と共生するまちをつくる  

基本目標Ⅰ 

基本目標Ⅱ 
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Ⅲ－１ 再生可能エネルギーの推進、省資源・省エネルギーの推進、環境にや

さしい移動手段の普及促進、二酸化炭素などの温室効果ガスの吸収源

対策などにより、電気使用量や温室効果ガスの排出量を削減しつつ、

2050年ゼロカーボンシティ（脱炭素社会）づくりに向けた持続的なラ

イフスタイルや社会経済システム構築の取組が進んでいるまち 

加えて、地球温暖化への適応策の実施を通じて、災害の予防・軽減な

ど、持続可能な暮らしと安心・安全が実現されたまち 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ－１ ごみ排出の抑制や資源化・減量化の推進、ごみの適正処理の推進、再

生可能資源化と循環利用によるサーキュラーエコノミー（循環経済）

への移行が進み、循環型社会が構築されたまち 

 

Ⅳ－２ 公共下水道・農業集落排水処理施設への加入促進や合併処理浄化槽へ

の転換促進などによる生活排水の適正処理、冬期通水の推進により、

きれいな水が維持されているまち 

 

Ⅳ－３ 公害の未然防止 ・発生源対策、継続的な監視測定の実施、適切な指導 ・

助言の実施、水環境の整備、ペットの適正飼養の推進など、快適な生

活環境の確保が進められているまち 

 

 

  

 
地球にやさしいまちをつくる  

 
快適で暮らしやすいまちをつくる  

基本目標Ⅲ 

基本目標Ⅳ 
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第４章 環境の保全及び創造に関する施策 
 

１ 施策体系 

基本目標の達成に向けて、環境の保全及び創造に関する 8 つの施策の柱を示します。

施策の進捗状況を示す環境指標により、進行管理を図ります。 

特に、Ⅲ-１-（５）については、地域気候変動適応計画に位置付けられる適応策を整

理しています。 

  基本目標   施策の柱  施 策 

        

施 

 

策 

 

体 

 

系 

 
Ⅰ 環境意識を醸成し

行動できるまちを

つくる 

  Ⅰ-１ 環境学習・教育の推進 
 

Ⅰ-１-（１） 環境学習・環境教育の推進 
  

 

     Ⅰ-１-（２） 環境意識の向上 

      
   Ⅰ-２ 環境活動の促進 

 
Ⅰ-２-（１） 環境活動団体の育成・支援 

  
 

      Ⅰ-２-（２） 環境活動への参加・協働の推進 

      Ⅰ-２-（３） 環境活動の継続への支援 

５       
 Ⅱ 豊かな自然と 

共生する 

まちをつくる 

  Ⅱ-１ 自然環境との共生 
 

Ⅱ-１-（１） 水辺環境の保全・再生・活用 

  
 

     Ⅱ-１-（２） 緑の保全・創造・活用 

     Ⅱ-１-（３） 外来種・鳥獣対策の推進 

      
    Ⅱ-２ 美しい景観の形成 

 
Ⅱ-２-（１） 緑化・環境美化の推進 

  
 

      Ⅱ-２-（２） 美しい街並みの形成 

       
 

Ⅲ 地球にやさしい 

まちをつくる 

  Ⅲ-１ 地球温暖化への対応 
 

Ⅲ-１-（１） 再生エネルギーの推進 

  
 

     Ⅲ-１-（２） 省資源・省エネルギーの推進 

     Ⅲ-１-（３） 環境にやさしい移動手段の普及推進 

      Ⅲ-１-（４） 吸収源対策の推進 

      Ⅲ-１-（５） 気候変動への対応（適応策の実施） 

       
 

Ⅳ 快適で暮らし 

やすいまちを 

つくる 

  Ⅳ-１ 循環型社会の構築 
 

Ⅳ-１-（１） ごみの資源化・減量化の推進 

  
 

     Ⅳ-１-（２） ごみの適正処理 

     Ⅳ-１-（３） ごみ処理施設の再編 

      
   Ⅳ-２ きれいな水の再生 

 
Ⅳ-２-（１） 公共下水道の整備と適正な維持管理 

  
 

      Ⅳ-２-（２） 農業集落排水処理施設の適正な維持管理及び再編 

      Ⅳ-２-（３） 合併処理浄化槽の普及促進 

      Ⅳ-２-（４） 河川の浄化対策 

       
    Ⅳ-３ 公害のない生活環境の確保 

 
Ⅳ-３-（１） 公害の未然防止と発生源対策 

  
 

      Ⅳ-３-（２） 生活環境の保全 

      Ⅳ-３-（３） ペットの適正飼養の推進 
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２ SDGs の対応関係 

  

 

●：追加が考えられる SDGs 

※主に農業や食品ロスとゴール 2 

ゴール 9 産業・技術革新 

〇：削除が考えられる SDGs 

現行計画の施策が変更になったため 

      

 
貧
困
を
な
く
そ
う 

飢
餓
を
ゼ
ロ
に 

す
べ
て
の
人
に
健
康
と
福
祉
を 

質
の
高
い
教
育
を
み
ん
な
に 

ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
を
実
現
し
よ
う 

安
全
な
水
と
ト
イ
レ
を
世
界
中
に 

 Ⅰ 環境意識を醸成し行動できるまちをつくる       

 Ⅰ-１-(１) 環境学習・環境教育の推進    ●  ● 

 Ⅰ-１-(２) 環境意識の向上    ●  ● 

 Ⅰ-２-(１) 環境活動団体の育成・支援    ●  ● 

 Ⅰ-２-(２) 環境活動への参加・協働の推進    ●  ● 

 Ⅰ-２-(３) 環境活動の継続への支援    ●  ● 

 Ⅱ 豊かな自然と共生するまちをつくる       

 Ⅱ-１-(１) 水辺環境の保全・再生・活用      ● 

 Ⅱ-１-(２) 緑の保全・創造・活用  ●    ● 

 Ⅱ-１-(３) 外来種・鳥獣対策の推進       

 Ⅱ-２-(１) 緑化・環境美化の推進       

 Ⅱ-２-(２) 美しい街並み形成       

 Ⅲ 地球にやさしいまちをつくる       

 Ⅲ-１-(１) 再生可能エネルギーの推進       

 Ⅲ-１-(２) 省資源・省エネルギー対策の推進       

 Ⅲ-１-(３) 環境にやさしい移動手段の普及推進       

 Ⅲ-１-(４) 吸収源対策の推進       

 Ⅲ-１-(５) 気候変動への対応（適応策の実施）  ● ●    

 Ⅳ 快適で暮らしやすいまちをつくる       

 Ⅳ-１-(１) ごみの資源化・減量化の推進  ●     

 Ⅳ-１-(２) ごみの適正処理       

 Ⅳ-１-(３) ごみ処理施設の再編       

 Ⅳ-２-(１) 公共下水道の整備と適正な維持管理      ● 

 Ⅳ-２-(２) 
農業集落排水処理施設の適正な維持管理及

び再編 
     ● 

 Ⅳ-２-(３) 合併処理浄化槽の普及促進      ● 

 Ⅳ-２-(４) 河川の浄化対策      ● 

 Ⅳ-３-(１) 公害の未然防止と発生源対策   ●   ● 

 Ⅳ-３-(２) 生活環境の保全   ●   ● 

 Ⅳ-３-(３) ペットの適正飼養の推進      ● 
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エ
ネ
ル
ギ
ー
を
み
ん
な
に 

    
   

そ
し
て
ク
リ
ー
ン
に 

働
き
が
い
も
経
済
成
長
も 

産
業
と
技
術
革
新
の
基
盤
を
つ
く
ろ
う 

人
や
国
の
不
平
等
を
な
く
そ
う 

住
み
続
け
ら
れ
る
ま
ち
づ
く
り
を 

つ
く
る
責
任
・
つ
か
う
責
任 

気
候
変
動
に
具
体
的
な
対
策
を 

海
の
豊
か
さ
を
守
ろ
う 

陸
の
豊
か
さ
も
守
ろ
う 

平
和
と
公
正
を
す
べ
て
の
人
に 

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
で
目
標
を
達
成
し
よ
う 

           

●    ● ● ●  ● ● ● 

●    ● ● ●  ● ● ● 

●    ● ● ●  ●  ● 

●    ● ● ●  ●  ● 

●    ● ● ●  ●  ● 

           

●    ● ● ●  ●  ● 

●    ● ● ●  ●  ● 

    ●  ●  ●  ● 

    ● ●   ●  ● 

    ● ●   ●  ● 

           

● ● ●  ● ● ●  ●  ● 

● ● ●  ● ● ●  ●  ● 

●  ●  ● ● ●  ●  ● 

●    ● ● ●  ●  ● 

    ● ● ●  ●  ● 

           

● ● ●  ● ●  ● ●  ● 

  ●  ● ●   ●  ● 

           

    ● ● ● ● ●  ● 

    ● ●  ● ●  ● 

    ● ●  ● ●  ● 

    ● ●  ● ●  ● 

    ● ● ●  ●  ● 

    ● ● ● ● ●  ● 

    ● ● ●  ●  ● 
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３ 適応に関する基本的な考え方 

本計画を気候変動適応計画として位置付けるにあたり、下の 2 つの観点から、本市が

今後重点的に取り組む適応策の分野・項目を選定しました。 

 

 国の「日本における気候変動による影響の評価に関する報告と今後の課題につい

て （意見具申）」において、「重大性」、「緊急性」、「確信度」が特に大きい、あるい

は中程度と評価されており、かつ埼玉県において影響が予測されているもの 

 本市において、気候変動によると考えられる影響が既に生じている、今後及ぼす、

あるいは本市の地域特性を踏まえて重要と考えられる分野・項目 

 

選定結果は以下表のとおりとなります。以下を踏まえ、84 頁以降にて、気候変動適応

策の整理を行います。 

 

 

 

 

  

分野 大項目 小項目 

国の影響評価 

※1 

県の影響評価 

※2 
加須市で想定される影響 

重

大

性 

緊

急

性 

確

信

度 

短期的

被害

（A） 

長期的 

被害

（B） 

■：現在の影響 

▲：将来予想される影響 

農業・ 

林業・ 

水産業 

農業 

水稲 ○ ○ ○ 〇 〇 
■▲品質低下（白未熟粒、

一等米比率低下など） 

野菜 － △ △ 〇 － 

▲現時点で長期的な影響の

度合については不明である

が、特定の品目に影響を与

える可能性有 

果樹 ○ ○ ○ 〇 △ 

■▲夏季の多雨による土壌

への過剰な水分供給、急激

な温度上昇による日焼け果

樹の発生 

▲霜害リスクの増大 

病害虫・雑草 〇 〇 △ － － 

▲現時点で長期的な影響の

度合いについては不明であ

るが、特定の農作物に影響

を与える可能性有 

農業生産基盤 〇 〇 ○ 〇 △ 
▲用水路等の農業水利用施

設における取水への影響 
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分野 大項目 小項目 

国の影響評価  

※1 

県の影響評価  

※2 
加須市で想定される影響 

重

大

性 

緊

急

性 

確

信

度 

短期的

被害

（A） 

長期的 

被害

（B） 

■：現在の影響 

▲：将来予想される影響 

自然 

生態系 

淡水生

態系 
河川 ○ ○ ○ 〇 〇 

▲降雨量の増加、洪水ピー

ク流量の増大（増幅） 

分布・個体群の変動 ○ ○ ○ 〇 － 

▲現時点で長期的な影響の

度合いについては不明であ

るが、生態系に影響を及ぼ

す可能性有 

自然 

災害・ 

沿岸域 

河川 洪水 ○ ○ ○ ○ ○ 
▲降雨量の増加、洪水ピー

ク流量の増大（増幅） 

健康 

暑熱 
死亡リスク ○ ○ 〇 － 〇 

▲熱波の頻度が増加し、熱

ストレスによる死亡リスク

の高まり 

熱中症 ○ ○ 〇 〇 〇 ■▲熱中症搬送者数の増加 

感染症 節足動物媒介 〇 △ △ □ - 

▲現時点で長期的な影響の

度合については不明である

が、ウイルスを持った人が

入国しその人が蚊に刺され

ることによって感染が拡大

する恐れがある。 

国民 

生活・

都市 

生活 

その他 
暑熱による生活

への影響等 
○ ○ ○ 〇 〇 

▲熱中症リスクの増大、睡

眠障害、屋外活動への影響

など 

 

※1  国の影響評価の凡例 【重大性】〇：特に大きい △： 「特に大きい」とはいえない －：現状では評価でき

ない 【緊急性】〇：高い △：中程度 □：低い 【確信度】〇：高い △：中程度 □：低い 

※2  県の影響評価の凡例（A） 〇：影響・被害が発生している可能性あり ―：どちらとも言えない・不明 

□：影響・被害が発生している可能性なし （B） 〇：大きい △：中程度 □：小さい ―：現状では評価

できない 
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４ 施策 

基本目標Ⅰ 環境意識を醸成し行動できるまちをつくる 

施策の柱Ⅰ－１ 環境学習・教育の推進 

 

■現状と課題                                    

 地球環境問題をはじめとする様々な課題の解決には、教育が重要であるとの考え

から、本市では、浮野の里、風の里、ーニバス自生地、お花が池での自然観察会

や環境フォーラム、渡良瀬遊水地まつり、リサイクルフェア、ごみ処理施設見学

会などのイベントの開催を通して、環境学習や環境教育の推進を図っています。 

 今後においても、市民が学校、家庭、職場、地域などで日常における環境問題や

取組に理解を深め、一人ひとりが自分にできることを考えて、ライフスタイルの

見直しをはじめとする環境に配慮した実践活動につなげることができるように、

本市が実施している環境学習講座をはじめ、現在、連携して環境学習を展開して

いる埼玉県環境科学国際センター等と更に協力を深め、学校教育や生涯学習など

の機会を活用するなど、参加・体験を基本とする環境学習・環境教育を推進する

ことが必要です。 

 また、幼稚園・小・中学校において、芋掘り体験や、グリーンカーテンづくり、

清掃活動等を実施していますが、今後もこれらの活動を通して、次世代を担うこ

どもたちには、学校での環境教育を継続するとともに、農業体験、自然の中での

遊びなど、「持続可能な開発のための教育」を踏まえた、体験型かつ主体的な学習

を促す機会として提供していくことが必要です。 

 さらに、本市の自然環境の魅力の発信や、こどもエコクラブへの加入、環境フォ

ーラム、渡良瀬遊水地まつりなどの環境関連イベント及び環境に関する測定結果

の報告書などは、広報紙、ホームページ、SNSなどを活用し、環境の周知・情報提

供・公開に努めていますが、今後も継続して情報発信をすることで、市民の理解

を深めるための機会や場を充実し、環境意識の向上を図ることが必要です。 

 

 

  



 

57 

■施策                                       

Ⅰ－１－（１）環境学習・環境教育の推進 

 

 

 

○ 市民が学校、家庭、職場、地域などで日常生活における環境問題についての理解を深

めるため、市の各種施策・事業に参加・体験型の環境学習・教育の視点を取り入れ、

その機会や場を増やすなど、ライフスタイルの見直しのきっかけづくりを推進しま

す。 

○ 浮野の里や、風の里、ーニバス自生地、お花が池などの特徴的な水辺環境での自然観

察会をはじめ、貴重な動植物の宝庫である渡良瀬遊水地での野鳥観察会など、環境学

習の場であるエコミュージアムとして市内に点在する貴重な自然を活用するととも

に、農業体験事業の展開などのグリーン・ツーリズムの推進による自然とのふれあい

の促進や、生涯学習においても環境を学ぶ教室や講座の充実を図ります。 

○ また、こどもたちの環境に対する理解を深めるために、保育所や幼稚園、小 ・中学校

でグリーンカーテンづくりをはじめとする、体験型かつ主体的な環境教育を推進しま

す。 

○ さらに、市では様々な場面で活用できる学習素材として 「加須市環境学習講座」を整

備 ・促進に取り組んでおり、更なる講座メニューの充実に加え、「こどもエコクラブ」

などこどもたちが主体的に行う環境保全活動や環境学習を支援するとともに、埼玉県

の環境学習応援隊や埼玉県環境科学国際センター、一般財団法人渡良瀬遊水地アクリ

メーション振興財団などと連携した講座の開催や環境学習 ・教育における指導者の育

成や活動の支援を行います。 

 

① エコミュージアムの推進   

 浮野の里をはじめ、風の里、ーニバス自生地、お花が池など、地域で受け継がれて

きた豊かな自然や文化、生活様式を含めた総体としての環境を、自然体験や環境学

習の場として活用するエコミュージアムの推進により、環境学習の機会の創出、拡

充を図ります。 

 

② グリーン・ツーリズムの推進   

 本市の自然や地域特性を活かし、農業体験や農産物の加工体験、グリーン・ツー

リズムを推進し、緑豊かな自然とのふれあいや都市と農村の交流を進めます。 

 

  

 市民  事業者  市 

 市民  市 
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③ 市民等の持つ知識・技術の活用   

 様々な年代の方を環境学習や環境教育に関する講習会・セミナーなどの講師とし

て起用するなど、市民の持つ知識・技術の活用に努めます。 

 

④ こどもたちの取組の支援   

 こどもエコクラブの登録や活動への支援をはじめ、こどもたちが体験型かつ主体

的に行う環境保全活動や環境学習を支援します。 

 

⑤ 学校等における環境教育の実施   

 幼稚園、小 ・中学校において、グリーンカーテンづくりや学校ファームを中心に、

体験型かつ主体的な環境教育を推進します。また、渡良瀬遊水地アクリメーション

振興財団などの団体との連携も図り、幼稚園、小・中学校への支援と啓発を行いま

す。 

 

⑥ 環境学習のきっかけづくりの推進   

 様々な年代の方にも興味を持っていただけるような自然観察会や環境学習講座等

を開催し、環境学習を推進します。 

 

⑦ 埼玉県環境科学国際センター・渡良瀬遊水地アクリメー

ション振興財団等との連携 

  

 埼玉県環境科学国際センターなどの県機関や埼玉県環境学習応援隊、渡良瀬遊水

地アクリメーション振興財団などと連携して、環境学習や環境教育の推進を図りま

す。 

 

 

  

 市民  事業者  市 

 市民  事業者  市 

 市民  事業者  市 

 市民  事業者  市 

 市民  市 
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Ⅰ－１－（２） 環境意識の向上 

 

 

 

○ 広報紙、ホームページや SNS などを通じて、環境フォーラムやリサイクルフェア、渡

良瀬遊水地まつりなどのイベント等の環境情報の積極的な提供に努めるとともに、毎

年度、「加須市の環境」を作成し、市民 ・事業者との情報の共有を図りながら理解を深

め、環境意識の向上を図ります。 

 

①  環境情報の提供   

 広報紙、ホームページや SNS などの活用により、法令の内容や手続きの方法につ

いて、分かりやすい情報の提供を進めます。また、環境フォーラムなどの開催情報

や暮らしの中で身近に取り組める省資源・省エネルギーの手法の紹介や再生可能エ

ネルギーの情報など、多様な環境情報の収集や提供を進めます。 

さらに、地域で行われている環境イベントの情報を、年間を通じホームページで

提供します。 

 

② 環境報告書の作成・公表   

 市の大気や水質、道路騒音、放射線、ダイーキシン類などの監視測定結果などを

はじめとする環境の状況や環境保全施策の実施状況について、環境報告書「加須市

の環境」やホームページなどにより公表します。 

 

③ 環境イベントの開催   

 環境フォーラムやリサイクルフェア、ごみ処理施設見学会などの環境関連イベン

トを開催し、環境学習や環境教育を推進します。 

また、渡良瀬遊水地まつりをはじめとする市などのイベントと連携し、関連する

環境問題や取組の事例などを発信し、環境に関する意識の醸成を図ります。 

 

 

  

 市民  事業者  市 

 市 

 市 
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■環境指標                                     

環境指標 
現状値 

（令和 6 年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
解説 

環境フォーラム参加者数 150 人 200 人  

環境学習講座及び自然観察会の 

参加者数 
223 人 400 人  

 

 

■環境配慮指針                                   

行 動 市 市民 事業者 

 
家族や友人と自然にふれあう機会を増やし、自然の現状や

大切さを学びましょう 
 ●  

参加型の環境調査やイベントに積極的に参加し、環境意識

を高めましょう 
● ● ● 

環境学習に参加し、都市生活型公害やごみ問題などの身近

な環境問題、地球温暖化などの地球環境問題について理解

を深めましょう 

● ● ● 

食品ロスの問題について学び、食べ残しをせず、食べ物を

無駄にしないようにしましょう 
● ● ● 

こどもが環境について学校で学んだことを家庭で一緒に考

えましょう 
 ●  

 
身近な自然にある植物や野鳥・昆虫などの生態について、

知識を深めましょう 
● ● ● 

市民・事業者・環境保全活動団体・市で相互にネットワー

クをつくり、環境情報を収集・提供・交換するとともに相

互交流を図りましょう 

● ● ● 

より環境負荷の少ない生活・事業活動が実施できるよう、

環境に関する最新情報の収集に努め、日々の活動に反映さ

せましょう 

● ● ● 
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施策の柱Ⅰ－２ 環境活動の促進 

 

■現状と課題                                    

 本市では、地域の環境美化や地域衛生の向上のため、自治協力団体や企業、市民

参加による市内一斉清掃をはじめ、渡良瀬遊水地クリーン作戦や地域における河

川・道路等の清掃や花壇の植栽等の美化活動のため、環境美化活動サポート団体

が活動を行っており、市民や事業者との協働による清掃・美化活動が実施されて

います。これらに加え、環境活動団体の地域での継続した活動の促進を図るため、

リサイクル推進員の研修会を実施し、養成を図っていますが、今後もこれらの活

動を継続・促進していくためには、団体・リーダーの育成支援や組織の充実を図

ることが必要です。 

 また、資源ごみを回収する団体に対しては、ごみの資源化 ・減量化及び環境活動へ

の助成として報償金交付制度を活用し、リサイクル活動への支援をしています。 

 今後も市民・事業者の環境配慮行動の実践や地域の環境保全活動への参加を拡大

していくためには、機会や場所などの情報提供や小 ・中学生の参加意欲の促進、加

えて自治協力団体などの各種団体や事業者などによる主体的な活動・参加を促進

して地域コミュニティの活性化を図り、新たな実践者や参加者を増やしていくこ

とが必要です。 

 さらに、自然環境活動の分野においては、本市の貴重な自然環境を保全するため、

浮野の里 ・葦の会、ーニバスの会、生態系保護協会加須支部等が保全活動を行って

いますが、活動団体の会員の高齢化や新規加入者の減少など団体の維持が課題と

なっています。今後も関連団体と連携しながら緑の保全 ・創造 ・活用や水辺環境の

保全 ・再生 ・活用に取り組むとともに、活動が継続できるよう支援を行いながら、

次の世代へ活動を広げていくことが必要です。 
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■施策                                       

Ⅰ－２－（１） 環境活動団体の育成・支援 

 

 

 

○ 環境美化活動やリサイクル活動、自然保護活動などの環境活動団体の育成やリーダー

の養成を推進します。また、資源ごみを回収する団体への報償金制度を継続します。 

 

①  活動組織の育成   

 環境美化や地域衛生、リサイクル、自然保護など環境活動にかかる組織や団体の

育成や充実を図るとともに、相互の連携強化を図ります。 

 

②  指導者の養成   

 環境活動団体の継続した活動の促進を図るため、環境活動団体のリーダーの養成

に努めます。 

 

③ 環境活動団体に取り組む団体等への支援   

 環境美化や地域衛生、リサイクル、自然保護など環境活動に取り組む団体などを

支援し、自主的な取組を促進します。 

 

Ⅰ―２－（２）環境活動への参加・協働の推進 

 

 

 

○ 市民、事業者、各種団体に対し、環境活動への参加の呼びかけを行うとともに、多世

代の協働による環境保全活動や、地域における自発的な環境活動へとつなげていくこ

とを目指します。 

○ また、公共施設や地域の清掃などの環境美化活動やリサイクル活動、自然保護活動な

どを促進します。 

○ これまで市民との協働で取り組んできた市内一斉清掃や渡良瀬遊水地クリーン作戦、

会の川清掃、旧川クリーン大作戦などを継続して開催し、清潔な街並みの形成を図り

ます。 

○ 小 ・中学生においては、自然観察会やイベントへの参加などの環境学習 ・教育の推進

と合わせて、地域での環境美化活動や緑化活動等を通して、更なる環境への興味 ・関

心を高めるとともに、郷土愛を育みます。 

 市民  事業者  市 

 市民  市 

 市民  市 
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① 協働による取組の推進   

 市民・事業者による自主的な活動や市、市民及び事業者の協働による取組が円滑

に推進されるように、環境基本計画や生物多様性かぞ戦略などの周知・浸透を図り

ます。また、市民や事業者の自主的な活動に対して、市は情報提供や支援をしてい

きます。 

 

② 清掃活動の推進   

 公共施設や地域の清掃などの環境美化活動、市内一斉清掃（快適かぞ市民活動）

や渡良瀬遊水地クリーン作戦、会の川清掃、旧川クリーン大作戦などの開催やごみ

集積所利用についての指導・助言を行い、地域の清掃活動を推進します。 

 

③ 地域の環境活動への参加促進   

 環境への興味・関心を高めるきっかけづくりとして、地域の環境活動や環境フォ

ーラム、自然観察会などの環境イベントへの参加を促進します。 

 

Ⅰ―２－（３） 環境活動の継続への支援  

 

 

 

○ 環境活動団体に対し、次の世代へ活動を広げていくため、環境活動団体の意向を踏ま

え、会員募集の周知など側面的な支援を行うとともに、引き続き行政と協働による維

持管理を念頭に、安定的な環境活動の維持に努めます。 

 

①  活動継続が困難な団体等への側面支援   

 高齢化や担い手不足により継続的な活動に課題等を抱える活動団体等を側面的に

支援し、安定的な環境活動の維持に努めます。 

 

②  担い手の育成と確保   

 次の世代へ活動を広げていくため、活動団体等の意向を踏まえながら、担い手の

育成と確保に努めます。 

 

  

 市民  事業者  市 

 市民  事業者  市 

 市民  事業者  市 

 市民  事業者  市 

 市民  市 
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■環境指標                                     

環境指標 
現状値 

（令和 6 年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
解説 

様々な環境活動に取り組む団体数

（累計） 
235 団体 237 団体  

一斉清掃参加者数 15,231 人 18,000 人  

 

■環境配慮指針                                   

行 動 市 市民 事業者 

 
地域の清掃活動や美化活動、環境保全活動に積極的に参加

しましょう 
● ● ● 

住宅や事業所、店頭の周りの清掃を行いましょう ● ● ● 

樹林地や農地へのごみの不法投棄はせず、きれいな環境を

守りましょう 
● ● ● 

たばこの吸い殻やごみのポイ捨て防止に努めましょう ● ● ● 

日常生活や行動が環境に関わっていることを意識し、身の

回りのことから環境に配慮した行動を心がけましょう 
● ● ● 

市民、事業者、市が連携して、環境保全活動を推進しまし

ょう 
● ● ● 

 
環境に関するリーダーを育成しましょう ● ● ● 

環境学習や地域の環境保全活動を通じて、コミュニケーシ

ョンの輪を広げましょう 
● ● ● 

省エネやリサイクルなど、日常生活や事業活動における環

境に配慮した行動を実践しましょう 
● ● ● 

市民、商店街や事業者が協力し合って、リサイクルシステ

ムの確立などの環境保全に取り組みましょう 
● ● ● 

環境を考えた企業経営を行いましょう  
 

● 
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基本目標Ⅱ 豊かな自然と共生するまちをつくる 

施策の柱Ⅱ－１ 自然環境との共生 

 

■現状と課題                                    

 市内には、浮野の里や、風の里、ーニバス自生地、お花が池などの水辺環境が

点在し、池沼など本市特有の貴重な自然を有し、浮野の里のトキソウ、ノウル

シなどの希少種が確認されるなど、様々な生物種が生息しています。特に、渡

良瀬遊水地で毎年孵化（ふか）している国の天然記念物であるコウノトリにつ

いては、今後も行政区域を越えて自然環境保全に関する連携が期待されていま

す。 

 また、渡良瀬遊水地をはじめとする貴重な生態系である水辺環境の保全・活用

を図っていく必要があり、農業用排水路についても、今後も冬季通水を実施し、

水質改善を図りながら、多様な水辺環境の一つとして、その保全を図っていく

必要があります。 

 さらに、本市では、代表的な景観である武蔵野の面影を残す屋敷林とそれらに連

なる集落が点在し、用水路と一体となった田園風景を形成しています。その一方

で、価値観の多様化などによって樹林などの貴重な緑が失われつつある状況に

あります。これまでも屋敷林の保全に取り組む市民等への支援をしてきました

が、今後も、屋敷林の保全や身近に取り組むことができるグリーンカーテン等を

促進し、緑の創出に努めることが必要です。さらに、農家数の減少や農業従事者

の高齢化が進んでいることから、耕作できなくなった農地を担い手農家に集積

し、効率的かつ安定的な農業経営を図る取組を今後も推進しながら、環境にやさ

しい環境保全型農業を促進する必要があります。 

 これらの豊かな水辺や緑を守るために、生態系に影響を与え、農作物などに被害

を与えるおそれのあるアライグマなどの特定外来生物に加え、近年、確認されて

いるイノシシなどによる被害の防止のため、駆除や予防に努めるとともに、今後

もこうした水辺空間やそこに生息する生物種の保全・創造・活用が必要です。 
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■施策                                       

Ⅱ―１－（１） 水辺環境の保全・再生・活用 

 

 

 

○ 多種多様な生物が生息 ・生育する空間として、市民、関係団体などと連携し、本市の

代表的な景観である武蔵野の面影を残す浮野の里や風の里、ーニバス自生地、お花が

池、利根川や渡良瀬川、渡良瀬遊水地、中川水辺再生地、市内に点在する池沼など水

辺環境の保全 ・活用に努めます。特に、渡良瀬遊水地は、日本有数の湿地帯という恵

まれた環境を有効活用することで、その魅力を広く内外にアピールします。また、市

内で確認されているノウルシやトキソウ（浮野の里）、ーニバス（ーニバス自生地）、

サンショウンやーーンノサシトンボ （お花が池）などの希少種の保全に努めます。さ

らに、市民との協働による河川の清掃活動をはじめ、今後も継続して水辺環境の保全 ・

水質改善のために冬期通水の実施を関係機関等に要請していきます。 

 

①  ネイチャーポジティブ（自然再興）の推進   

 地域において、市民・事業者が進める生物多様性が豊かな場所を維持する活動を

はじめ、生物多様性を回復・創出する活動を促進・支援します。 

 

②  「浮野の里」の保全・活用   

 「浮野の里 ・葦の会」や 「さいたま緑のトラスト協会」と協働し、浮野の里の自然

環境の保全・活用を推進します。また、保全体制の充実強化を図り、環境学習や自

然体験など多くの人が「浮野の里」を体感できるエコミュージアムを推進します。 

 

③  オニバス自生地の保全・活用   

 ーニバス自生地の管理や情報発信、ガイドの設置、保護団体の育成・支援などに

より、ーニバスの保護や周辺の自然環境を保全するとともに、環境学習の場として

活用します。 

 

④  お花が池の保全・活用   

 ーーンノサシトンボやサンショウンなどの貴重な動植物を保護するため、保護団

体や自治協力団体と連携し、お花が池及び周辺の自然環境を保全するとともに、観

察会の開催など、環境学習の場として活用します。 

 

  

 市民  事業者  市 

 市民  市 

 市民  市 

 市民  市 
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⑤  風の里の保全・活用   

 風の里に生息する動植物や自然環境を保全するとともに、環境学習の場として活

用します。 

 

⑥  利根川河川敷の保全・活用   

 自然環境と共生を図りつつ、自然とふれあい、スポーツなどを行う場として、利

根川の広大な河川敷の有効利用を図ります。 

 

⑦  渡良瀬遊水地の保全・活用   

 ラムサール条約の理念である 「保全 ・再生」、「賢明な利用 （ワイズユース）」、「交

流・学習」を関係団体や地域住民との連携・協働により推進し、渡良瀬遊水地の水

辺や湿地を保全するとともに、環境学習・環境教育や観光拠点としての利活用を図

ります。 

 

⑧  生物多様性の保全   

 ノウルシやトキソウ（浮野の里）、ーニバス（ーニバス自生地）、ーーンノサシト

ンボ （お花が池）、サンショウン （お花が池）など多様な生物が生息する水辺環境が

数多く存在しています。また、キンラン、クゲヌマランなどの希少種も確認されて

いることから、これら市特有の水と緑の豊かな自然を保全し後世に伝えるため、「生

物多様性かぞ戦略」に基づき、事業者や市民とともに多様な生物種の保全・再生に

努めます。 

 

⑨  水辺の再生   

 河川や水路などの整備・改修に併せ、遊歩道を整備するなど自然や親水機能の保

全・創出に配慮した空間づくりを推進します。 

 

 

  

 市民  事業者  市 

 市民  市 

 市民  市 

 市民  市 

 市民  市 
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渡良瀬遊水地 

 

3,300ha の広大な空間に日本最大級のヨシ原を有し、利根川水系の治水の大きな役割

を果たすとともに、自然、歴史、文化などに触れ合える貴重な場となっており、国際的

に重要な湿地であることから、2012 年 （平成 24年）7月にラムサール条約湿地に登録

されました。 

また、登録を機に、加須市を含む 4県 4市 2町(加須市、栃木県栃木市 ・小山市 ・野

木町、茨城県古河市、群馬県板倉町）にまたがる共有の資源として、「湿地の保全」、「湿

地の賢明な利用」に向け 「渡良瀬遊水地保全 ・利活用協議会」を設立し、広域で取り組

んでおり、今後更なる地域振興が期待されています。 
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Ⅱ―１－（２） 緑の保全・創造・活用 

 

 

 

○ 身近な緑はヒートアイランド現象の緩和や潤いと安らぎのある都市景観の形成など

の機能を有する貴重な環境資源でもあることから、都市緑化や屋敷林、貴重な樹林の

保全などに取り組む市民等を支援するとともに、グリーンカーテンの設置促進を通し

て、緑の創造・活用に努めます。 

○ また、市特有の貴重な環境資源を保全するため、埼玉県自然環境保全地域及び天然記

念物に指定されている 「志多見砂丘」にあるアカマツなどの貴重な緑の保全を推進し

ます。 

○ さらに、都市近郊の緑の重要な役割を担う農地は、作物の生産機能のほか、貯水機能、

生物の生息地としての機能や、市民に安らぎを与える癒し機能など多面的な機能を有

し、市民にとってかけがえのない環境資源でもあることから、引き続き保全を促進し

ながら、環境への負荷の少ない環境保全型の農業の普及を促進します。 

 

①  緑の保全・創造   

 埼玉県の緑のトラスト保全地に指定される「浮野の里」のクヌギ並木をはじめ、

市内に息づく多様なみどりを大切に守り、次世代へつなぐための保全・創造を推進

します。 

 

②  屋敷林等の保全   

 保存樹林などの指定制度により、武蔵野の面影を伝える屋敷林などの身近な緑の

保全を推進します。 

 

③  志多見砂丘の保全   

 市特有の貴重な環境資源を保全するため、埼玉県自然環境保全地域や県天然記念

物に指定される、志多見砂丘のアカマツ等の貴重な緑や特異な地形等の保全を推進

します。 

 

④  営農による緑地の保全   

 農業の担い手に農地を集積することにより、農地の効率的な利用を推進し、集団

的な優良農地の確保・保全に努めます。また、都市近郊の緑の重要な役割を担う農

地や農業用水路などについて、自然や景観に配慮した整備を行います。 

 

 市民  事業者  市 

 市民  事業者  市 

 市民  市 

 市民  市 
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⑤  環境保全型農業の推進   

 農薬 ・化学肥料を減らした農産物の生産や地産地消など、環境にやさしい農業 （環

境保全型農業）への支援を推進します。 

 

⑥  環境保全区域の指定及び保全   

 埼玉県自然環境保全条例や加須市環境保全条例に基づき指定した環境保全区域の

優れた環境を保全します。 

 

Ⅱ―１－（３） 外来種・鳥獣対策の推進 

 

 

 

○ 農業や生活環境への被害を軽減するため、埼玉県のアライグマ防除実施計画に基づく

アライグマの捕獲など特定外来生物対策に加え、加須猟友会など関係団体、その他関

係機関と連携し、イノシシの計画的な駆除を行い、有害鳥獣が及ぼす被害防止に努め

ます。 

○ また、生態系に影響を与えるブラックバスやカミツキガメ、ウシガエルなどの特定外

来生物の適正な取扱いに関する普及啓発に取り組みます。 

 

①  アライグマの防除対策の推進   

 埼玉県のアライグマ防除実施計画に基づき、市内で被害が拡大している特定外来

生物のアライグマの防除対策を推進します。 

 

②  クビアカツヤカミキリの防除対策の推進   

 埼玉県環境科学国際センターと連携して、市の公共施設をはじめ、市内のサクラ

などのバラ科の樹木で被害が拡大している特定外来生物クビアカツヤカミキリの防

除対策等を推進します。 

 

③  イノシシ等鳥獣対策の推進   

 農業や生活環境への被害を軽減するため、有害鳥獣の駆除に努めます。特に、渡

良瀬遊水地や河川敷等で増加しているイノシシについては、加須猟友会など関係団

体、その他関係機関と連携し、計画的な駆除を行い、被害防止に努めます。 

 

 

 

 市民  事業者  市 

 市民  事業者  市 

 市民  市 

 市 

 市民  事業者  市 
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④  ムクドリ対策の推進   

 街路樹でのムクドリの集団ねぐらによる鳴き声被害、フン被害などのムクドリ被

害を抑制するとともに、地域住民との協働により良好な生活環境を確保するよう努

めます。 

 

⑤  特定外来生物等の適正な取扱いに関する普及啓発   

 生態系に影響を与えるブラックバスやウシガエル、カミツキガメ、アカミミガメ、

アメリカザリガニなどの特定外来生物の適切な取扱いに関する普及啓発に取り組み

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 市民  市 

 市 

 

ネイチャポジティブ（自然再興）とは 

 

「ネイチャーポジティブ（自然再興）」とは、生物多様性の損失を止め、回復軌道に乗せるこ

とを意味します。 

2030 年までに 「ネイチャーポジティブ （自然再興）」を実現することが、2050 年ビジョンの達

成に向けた短期目標です。「2030 年ネイチャーポジティブ（自然再興）」の実現に向けて、人類

存続の基盤としての健全な生態系を確保し、生態系による恵みを維持し回復させ、自然資本を守

り活かす社会経済活動を広げるために、これまでの生物多様性保全施策に加えて気候変動や資

源循環等の様々な分野の施策と連携し取り組みます。 

（出典）2030 生物多様性枠組実現日本会議（J-GBC）■ネイチャーポジティブとは 環境省より 
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■環境指標                                     

環境指標 
現状値 

（令和 6 年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
解説 

浮野の里環境保全活動年間参

加者数 
1,150 人 1,200 人  

ーニバス自生地来訪者数 1,580 人 1,600 人 

ーニバス開花時期（7 月下旬～9

月上旬）の自生地来訪者数 
（ーニバスフェスタ参加者数を含
む） 

渡良瀬遊水地まつり来場者数 5,500 人 6,000 人  

 

■環境配慮指針                                   

行 動 市 市民 事業者 

 
利根川、渡良瀬川や浮野の里など、多様な生物が生息する

身近な水辺空間を大切にし、保全活動に協力しましょう 
● ● ● 

敷地内の樹木などを大切に保存しましょう ● ● ● 

水辺や緑の価値や役割について学びましょう ● ● ● 

生物多様性を理解し、地域の自然環境と生態系を保全しま

しょう 
● ● ● 

動植物をむやみに捕獲・採集したり、持ち帰ったりしない

ようにしましょう 
● ●  

特定外来生物や有害鳥獣について知り、見かけたら通報し

ましょう 
 ● ● 

 
水辺や樹林地での各種の活動やイベントに積極的に参加す

るとともに、イベントの開催を検討しましょう 
● ● ● 

新たな開発に際して野生動植物の生育・生息場所の保護・

保全などに配慮しましょう 
● 

 

● 

特別栽培農産物などに積極的に取り組み、良好な農地の維

持・保全に努めましょう 
● 

 

● 

特定外来生物や鳥獣害対策に地域ぐるみで協力しましょう ● 
 

● 
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施策の柱Ⅱ－２ 美しい景観の形成 

 

■現状と課題                                    

 市内の緑化を推進するため、緑を活かした憩いの場の確保や、屋敷林等の保存樹

林の保存、市民、学校、事業所によるグリーンカーテンの普及を推進してきまし

た。今後も引き続き、普及・啓発を含めた取組の推進が必要です。 

 また、市内の良好な住環境や、不動ヶ岡不動尊をはじめとする歴史的建造物・文

化財、武蔵野の面影を残す浮野の里などの市内に広がる広大な田園風景や用水な

ど、地域の日常に溶け込んだ景観の保全・活用に努めていますが、今後も、これ

らの景観を活用した地域づくりが必要です。 

 さらに、北川辺地域の柳生の堤の桜をはじめ、市内各所に植栽されている市の木

「サクラ」や加須未来館周辺で栽培されている市の花「コスンス」、騎西総合体育

館周辺のあじさいロード、北川辺地域のーニバス自生地、道の駅童謡のふる里お

おとね周辺のホテイアーイなど、美しい景観の保全に努めており、今後も継続し

て地元との協働による景観形成が必要です。しかしながら、サクラについては、

全国で特定外来生物のクビアカツヤカミキリによる被害が拡大しており、市内で

も被害の拡大が確認されていることから、さらなる被害を防ぐための対策が必要

です。 

 

■施策                                       

Ⅱ－２－（１） 緑化・環境美化の推進 

 

 

 

○ 学校や事業所、一般家庭へのグリーンカーテンの普及促進などにより、市民とともに

まちの緑を創造します。また、屋敷林等のふるさとの緑の象徴となる樹木 （樹林）の

保存を図ります。 

○ 美化サポート団体の活動など市民や事業者との協働による緑化推進のほか、道路や公

園、街路樹、緑地の維持管理を適切に行います。 

 

①  身近な緑化の保全・創造   

 一般家庭・事業所・公共スペースにおける多様な緑化を促進するとともに、街路

樹や公園の樹木・草花の適正な維持管理を通じて、身近な緑化の保全と創造を推進

します。 

 

 市民  事業者  市 
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②  グリーンカーテンの設置促進   

 夏季のエアコン等による消費電力を削減するとともに、暑さ対策のため、一般家

庭や事業所、公共施設、保育所や幼稚園、小・中学校へのグリーンカーテンの設置

の普及啓発により設置を促進します。 

 

③  地域の緑化イベントへの参加促進   

 緑化への意識向上を図るため、ーープンガーデンやグリーンカーテンコンテスト、

自然観察会、植栽活動や花育活動など、地域の緑化イベントや緑化活動への参加を

促進します。 

 

④  環境美化活動の推進   

 環境美化サポート団体の活動など、市民や事業者との協働による緑化推進のほか、

道路や公園、街路樹、緑地の維持管理を適切に行います。 

 

Ⅱ－２－（２）美しい街並みの形成 

 

 

 

○ 市内の良好な住環境や歴史的建造物 ・文化財、田園風景など現存する景観資源を保全

するとともに景観指針の下、地域とともに景観を活かした地域づくりを推進します。 

○ また、市民、関係団体などと連携し、美しい街並みが維持できるように支援しながら、

北川辺地域の柳生の堤の桜をはじめ、市内各所に植栽されているサクラや加須未来館

周辺のコスンス畑、騎西総合体育館周辺のあじさいロード、北川辺地域のーニバス自

生地、道の駅童謡のふる里おおとね周辺のホテイアーイをはじめとして、武蔵野の面

影を残す浮野の里などの田園風景等の景観の保全 ・創造 ・活用を図ります。特に、市

の木「サクラ」については、クビアカツヤカミキリの被害が拡大していることから、

被害木の所有者等に対して、被害木の伐採や薬剤による防除などを支援し、被害の拡

大防止に努めます。 

○ さらに、街中や郊外の公共空地などを利用して、のんびり過ごせる身近な憩いの場を

整備します。 
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 市民  事業者  市 

 市民  事業者  市 
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① 良好な住環境の形成   

 屋根・外壁などの周辺環境との調和や屋外広告物の適正化、放置自転車への対策

などを推進し、良好な住環境の形成を図ります。 

② 文化財の保存・活用   

 市民共有の財産である文化財の保存 ・活用を図るとともに、広報紙、SNS などを活

用して、歴史及び自然の景観に対する意識の高揚を図ります。 

 

③  景観形成の普及・啓発   

 景観形成の普及・啓発を推進するため、地域とともに景観を活かした地域づくり

を進めます。 

 

④  遊休農地等の活用   

 加須未来館周辺などの遊休農地を活用して、市の花「コスンス」などの景観形成

作物の栽培・植栽などを進めます。 

 

⑤  自然景観資源の保全・活用   

 北川辺地域の柳生の堤の桜、市内各所に植栽されている市の木「サクラ」や加須

未来館周辺のコスンス畑、騎西総合体育館周辺のあじさいロード、北川辺地域のー

ニバス自生地、道の駅童謡のふる里おおとね周辺におけるホテイアーイなどの自然

景観資源を保全・活用し、本市の豊かな自然環境を保全するとともに、美しい景観

の形成を促進します。 

 

⑥  公共空地等を活用した憩いの場の整備   

 街中や郊外の公共空地などを利用して、のんびり過ごせる身近な憩いの場を整備

します。 
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 市民  市 

 市民  市 

 市 
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■環境指標                                      

環境指標 
現状値 

（令和 6 年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
解説 

グリーンカーテンコンテスト応募数 31 件 35 件  

加須未来館周辺景観形成作物栽培面積 12,851 ㎡ 15,000 ㎡  

景観指針を策定する地区数（累計） 1 地区 2 地区  

 

■環境配慮指針                                    

行 動 市 市民 事業者 

 
植木鉢で草花を育てガーデニングをするなどして、家庭で

花や緑を楽しみましょう 
 ●  

事業所の敷地に緑を多く取り入れ、周辺環境の向上に貢献

しましょう 
●  ● 

敷地内の樹木などを大切に保存しましょう ● ● ● 

市の歴史や文化について学び、知識や理解を深めましょう ● ● ● 

地域の緑化活動、環境保全活動に積極的に参加しましょう ● ● ● 

立て看板などの屋外広告物や商品が歩道へはみ出すなど、

景観を著しく阻害することのないようにしましょう 
● 

 
● 

自転車は決められた場所に止めましょう ● ● ● 

 
植栽の際は郷土種を用いるなど、地域の生育環境に合った

樹種の選定に努めましょう 
● ● ● 

緑地空間づくりに参加し、維持・管理にも協力しましょう ● ● ● 

ーープンガーデンに参加しましょう ● ● ● 

地域における歴史的遺産・文化財などの保全活動を積極的

に支援しましょう 
● ● ● 

すぐれた産業文化・伝統技術を継承しましょう ●  ● 

住宅の新築・増改築や建物の整備などをするときは、周辺

の景観との調和に努めましょう 
● ● ● 

 

  

 

ま
ず
は
こ
こ
か
ら 

 

さ
ら
に
も
う
一
歩 
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基本目標Ⅲ 地球にやさしいまちをつくる 

施策の柱Ⅲ－１ 地球温暖化への対応 

 

■現状と課題                                     

 市では、令和5年3月に「加須市ゼロカーボンシティ宣言」を表明し、市民、事業

者及び行政の協働による二酸化炭素排出量の削減の推進や再生可能エネルギー

の最大限活用を促進しており、住宅への太陽光発電システムの導入支援、公共交

通機関の利用や自転車の利用促進、電気自動車の普及を促進する環境整備など、

環境にやさしいライフスタイルへの転換に向けた取組を進めています。 

 今後は、地球温暖化の防止に向け、継続してライフスタイルの転換や太陽光発電、

バイーマス発電などの再生可能エネルギーの導入を促進するとともに、環境負荷

の少ない再生可能エネルギーによって発電されたグリーン電力の導入も促進し

ていく必要があります。 

 また、電力の使用量削減のため、公共施設のLED化を推進しており、市内における

防犯灯については、LED化率が100%となっています。今後も公共施設はもとより、

民間施設等のLED化や省エネ設備の設置などの温室効果ガスの削減に向けた緩和

策の取組を促し、一人ひとりができることから着実に取組を進めていくための啓

発活動の推進が必要です。 

 加えて、これら緩和策と並行して、地球温暖化に伴う気候変動対策として、埼玉

県気候変動適応センターと連携した気候変動に対応するための適応策が必要で

す。 

 今後も、熱中症の増加や、稲作等の本市の農業への影響など、気候変動による被

害は拡大していくことが予想されます。これまでもグリーンカーテンの設置やク

ールーアシス、クーリングシェルターの確保などの適応策を講じてきましたが、

引き続き、気候の変動に伴う被害の防止・軽減を図る必要があります。 
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■施策                                        

Ⅲ－１－（１） 再生可能エネルギーの推進 

 

 

 

○ 市施設に加え市民 ・事業者に対し、太陽光発電システムの設置やバイーマス発電をは

じめとする再生可能エネルギーの導入等を推進します。住宅用太陽光発電システム等

の設置を支援するとともに、国 ・県等の補助制度の周知により、再生可能エネルギー

による発電の普及を促進します。併せて、太陽光発電システムの適切な維持管理につ

いて周知をしていきます。 

○ また、環境負荷の少ない再生可能エネルギーによって発電されたグリーン電力の導入

を促進します。 

 

①  再生可能エネルギー設備等の設置促進   

 地域の特性を踏まえた再生可能エネルギー活用のあり方や課題、導入に際しての

留意点などの情報提供をはじめ、国、県及び市等の再生可能エネルギー導入に関す

る補助制度の活用周知により、再生可能エネルギー設備等の導入を促進します。ま

た、地域での営農活動を踏まえたソーラーシェアリング（営農型太陽光発電）の普

及など、環境にやさしい農業の推進を図ります。併せて、地域の脱炭素化に加え、

災害時や緊急時での電力の確保による地域のレジリエンス強化のため、市の施設へ

の太陽光発電等の再生可能エネルギーの率先導入を行います。 

 

②  グリーン電力の導入促進   

 環境負荷の少ない再生可能エネルギーによって発電されたグリーン電力を普及促

進します。 

 

③  太陽光発電設備等の適切な維持管理等の促進   

 太陽光発電設備等の適切な維持管理や廃棄時の処分、リサイクルについて普及啓

発を図ります。 
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Ⅲ－１－（２） 省資源・省エネルギーの推進 

 

 

 

○ 市が率先して省エネ行動の徹底や照明の LED 化等を実施し、省エネ設備への転換など

による効率的 ・効果的な省資源 ・省エネ対策を推進し、温室効果ガスの排出抑制を図

ります。それとともに、広報紙、ホームページ、講習会（セミナー）による省資源・

省エネの啓発や 「エコライフ DAY&WEEK 埼玉」への参加促進、温暖化防止活動の紹介 ・

表彰や、環境フォーラムの開催など、加須市ゼロカーボンシティ推進協議会と連携し

て取り組み、市民、事業者への普及啓発を行います。 

 

①  ゼロカーボンシティの推進（意識醸成・行動変容）   

 環境省が推進する「デコ活アクション」の普及促進や埼玉県が実施する「エコラ

イフ DAY&WEEK 埼玉」への参加促進、また、家庭エコ診断や事業者向け省エネ診断の

推進などにより、省資源・省エネルギーの取組に関する情報提供、行動実践の啓発

を図り、ゼロカーボンシティの実現に向けて、市民・事業者の意識や行動を変える

きっかけの創出を図ります。 

 

②  市の省エネ行動の率先実行   

 加須市役所地球温暖化防止実行計画（事務事業編）に基づき、市庁舎など公共施

設の電気 ・燃料などの削減やすべての公共施設等の LED 化、公用自転車の活用など、

市役所における省資源・省エネルギー活動の実践を率先して推進します。 

 

③  省エネ設備設置の促進   

 省エネ効果の高い高効率給湯器や太陽熱利用システムなど、省エネ設備の設置に

係る国・県等の補助制度活用の周知により省エネ設備の普及促進を図ります。 

 

④  LED 化の推進   

 消費電力の削減や温室効果ガスの排出を抑制するため、照明の LED 化を推進しま

す。また、一般照明用の蛍光ランプが 2027 年末までに製造 ・輸出入が禁止になるこ

とに伴い、蛍光ランプから LED 照明への計画的な交換について周知を図ります。 
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 市 

 市民  事業者  市 
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⑤  グリーン購入の推進   

 加須市グリーン購入推進方針に基づき、市が率先して環境負荷の少ない製品・サ

ービスなどの調達（グリーン購入）に努めるとともに、市民や事業者に対し、情報

提供を行うなどグリーン購入の普及促進に努めます。 

 

⑥  雨水の有効活用   

 水資源の有効利用や溢水被害の軽減などを図るため、雨水貯留施設の設置や雨水

の有効活用による水道のエネルギー消費の低減を促進します。 

 

⑦  地産地消の推進   

 農作物直売所の活用などにより、安心・安全な農業生産物の地産地消の取組を推

進し、農作物輸送エネルギーの削減を図ります。 

 

⑧  エコ産業団地づくりのサポート   

 市内工業団地の協議会に市内一斉清掃への参加を呼びかけ、工業団地周辺の環境

への取組を促進することにより、既存の工業団地についてエコ産業団地づくりへの

サポートを推進し、グリーン成長の普及と支援を図ります。 

 

⑨  環境に配慮した住宅・建築物（ZEH・ZEB）の普及促進   

 住宅や建築物の新築や改築に際して、ZEH （ゼッチ／ネット・ゼロ・エネルギー・

ハウス）化や ZEB （ゼブ／ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化の普及を促進します。 

 

⑩  緑化による省エネの普及   

 グリーンカーテンをはじめ、屋上緑化や壁面緑化など、一般家庭や事業所、公共

施設等の緑による省エネ化を推進します。 
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デコ活アクション 
 

「デコ活」とは、脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動の愛称で、二

酸化炭素(CO2)を減らす(DE)脱炭素(Decarbonization)と、環境に良いエコ(Eco)を含む"

デコ“と"活動・生活“を組み合わせた新しい言葉です。 

暮らしを豊かにより良くする具体的な取組みとして、「デ・コ・カ・ツ」にちなんだ

『まずはここから』4 アクションのほか、計 13 アクションの「デコ活アクション」が

あります。一人ひとりができることから取り組んでみましょう。 

 

分類 アクション 

まずは 

ここから 

住 デ 
電気も省エネ 断熱住宅  

（電気代をおさえる断熱省エネ住宅に住む） 

住 コ 
こだわる楽しさ エコグッズ  

（LED・省エネ家電などを選ぶ） 

食 カ 
感謝の心 食べ残しゼロ 

 （食品の食べ切り、食材の使い切り） 

職 ツ 
つながるーフィス テレワーク  

（どこでもつながれば、そこが仕事場に） 

ひとりでに 

CO2が下がる 

住 節水できる機器、高効率の給湯器を選ぶ 

移 環境にやさしい次世代自動車を選 

住 太陽光発電など、再生可能エネルギーを取り入れる 

みんなで 

実践 

衣 
クールビズ・ウォームビズ、サステナブルファッションに取

り組む 

住 
ごみはできるだけ減らし、資源としてきちんと分別・再利用

する 

食 地元産の旬の食材を積極的に選ぶ 

移 できるだけ公共交通・自転車・徒歩で移動する 

買 はかり売りを利用するなど、好きなものを必要な分だけ買う 

住 宅配便は一度で受け取る 
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Ⅲ－１－（３） 環境にやさしい移動手段の普及推進 

 

 

 

○ エコカーやカーシェアリング、エコドライブの普及を促進するとともに、電車 ・バス

などの公共交通機関の利用や、徒歩 ・自転車での移動など日常生活における環境にや

さしい移動手段 （スマートムーブ）の普及を促進します。また、エコカーの普及に向

けて電気自動車用充電設備の整備を推進します。 

○ 自転車通勤の推奨やノーマイカーデーの導入、自転車道の整備、サイクルポートの設

置、レンタサイクルの実施など自転車利用の促進を図ります。 

 

① スマートムーブの普及促進   

 通勤・通学や買物など日常生活における「移動」に伴う温室効果ガス排出量の削

減に向け、日常生活において、環境への負荷を考慮し、状況に応じて最適な移動手

段の選択や利用方法を工夫するなど、スマートムーブの取組を普及促進します。 

 

②  環境にやさしい自動車利用の促進   

 駐車場等でのアイドリング・ストップの遵守の周知やエコドライブ、カーシェア

リングの普及啓発などにより、環境にやさしい自動車の利用の普及に努めます。 

 

③  電気自動車等の次世代自動車の普及促進   

 大気汚染物質や地球温暖化の原因となる窒素酸化物や二酸化炭素等の排出が少な

い、又は全く排出しない環境にやさしい自動車である次世代自動車（電気自動車

（BEV）、ハイブリッド自動車(HEV)、プラグインハイブリッド自動車 （PHEV）、燃料電

池自動車（FCEV）等）の普及促進を図ります。あわせて、ゼロカーボン・ドライブ

（走行時の二酸化炭素排出量がゼロのドライブ）の普及啓発を図ります。 

 

④  電気自動車用充電設備の整備及び利用促進   

 電気自動車の普及促進のため、公共施設等への電気自動車用充電設備の整備を図

るとともに、整備状況の周知などにより利用促進を図ります。 
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 市民  事業者  市 
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⑤  コミュニティバス等の利用推進   

 コミュニティバスや路線バスの利用推進により、自家用車の利用抑制を促進しま

す。 

 

⑥  自転車利用の普及啓発   

 自転車通勤の推奨やノーマイカーデーの導入、公用自転車の配車などにより、日

常生活の移動における自転車利用の普及に努めます。 

 

⑦  サイクリングの推進   

 加須市は高低差がない平坦な土地であり、渡良瀬遊水地や田園風景など、観光資

源としての地理的条件を有していることから、サイクリングの適地として 「KAZOLING

（カゾリング）」を推進しています。自転車利用のイメージアップとして、渡良瀬遊

水地まつり等のイベント開催や観光レンタサイクルステーションを設置し、自転車

の利用促進を図るなど、サイクリングの魅力の PR を図ります。 

 

⑧  安全で利用しやすい道路環境の整備   

 自転車の利用促進を図るため、既存自転車歩行者道路の維持・改修を進めるとと

もに、自転車通行帯や交通安全施設を整備するなど、自転車、歩行者、自動車が安

全に通行するための道路環境整備を推進します。 
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 市 
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Ⅲ－１－（４） 吸収源対策の推進 

 

 

 

○ 温室効果ガスの削減のため、屋敷林の保全やグリーンカーテンの設置による街なかの

緑化対策や環境にやさしい農業 （環境保全型農業）の支援を通じ、吸収源対策を推進

します。 

 

①  二酸化炭素吸収源の創出   

 屋敷林等の保全やグリーンカーテンの設置など、二酸化炭素の吸収源となり得る

緑の保全、創出を図るとともに、国が吸収源対策の一つとして進める、適切な森林

管理による二酸化炭素の吸収量をクレジットとして認証する制度 「Ｊ-クレジット制

度」の活用などの周知促進に努めます。 

 

②  森林環境贈与税の活用   

 二酸化炭素の吸収源となる森林の保全等を推進するため、国から譲与される森林

環境譲与税を、木材の利用や普及啓発事業の財源として活用します。 

 

Ⅲ－１－（５） 気候変動への対応（適応策の実施） 

 

 

 

○ 地球温暖化に伴う気候変動により考えられるリスクに対し、分野ごとに想定される影

響を踏まえ、適応策を実施します。農業分野では埼玉県との連携による高温障害等を

軽減する栽培技術の普及啓発や高温耐性品種の導入、自然生態系分野では希少野生植

物の調査、健康分野ではクーリングシェルターの確保などの熱中症予防対策、災害分

野では防災情報の発信、地震ハザードマップ・水害時の避難行動マップの活用促進や

堤防強化整備の促進、都市生活 ・市民生活分野ではグリーンカーテン設置による緑化

などの暑熱環境の緩和対策など、被害の防止・軽減を図るための施策を推進します。 

 

①  気候変動適応に関する情報収集及び情報提供   

 埼玉県気候変動適応センターと連携・協力し、市内における気候変動影響及び気

候変動適応に関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに技術的助言を行い、気

候変動適応の取組を推進します。 
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 市 

 市 
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②  気候変動適応に関する情報収集及び情報提供   

 埼玉県気候変動適応センターと連携・協力し、市内における気候変動影響及び気

候変動適応に関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに技術的助言を行い、気

候変動適応の取組を推進します。 

 

② 農業分野に対する適応策   

 気候変動による農作物や生産基盤への影響に対応するため、農業への影響等の情

報収集を行うとともに、県と連携しながら、高温障害等を軽減する栽培管理技術の

普及啓発や高温耐性品種の導入を図ります。 

 

③ 自然生態系分野に対する適応策   

 気候変動による自然生態系の影響への対応に向け、定期的なンニタリングによる

希少野生植物の調査や、水質の把握を行います。 

 

④ 健康分野に対する適応策   

 市民の熱中症を予防するため、指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）の確

保やクールビズ等の推進を行います。 

市民の熱中症による救急搬送を予防するため、高齢者等のハイリスク者への声か

けや、熱中症予防についての情報提供を行います。 

 

⑤ 災害分野に対する適応策   

 豪雨等による自然災害 （洪水など）への影響に対応するため、防災情報の発信、地

震ハザードマップ・水害時の避難行動マップの活用促進を実施します。 

大型台風や線状降水帯などの集中豪雨による内水被害を軽減するため、加須市溢

水対策計画に基づき、溢水被害の解消・軽減を計画的に進めます。 

利根川、渡良瀬川、荒川の大河川の洪水に備えるため、国が整備する利根川右岸 ・

左岸及び渡良瀬川右岸の堤防強化整備を促進します。河川ごとに設置された「大規

模氾濫減災対策協議会」「流域治水プロジェクト」及び 「利根川中流 4県境広域避難

協議会」に積極的に参加し、国や近隣自治体と連携しながらハード・ソフト事業の

推進に努めます。 
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⑥ 都市生活・市民生活に対する適応策   

 暑熱による生活への影響に対応するためグリーンカーテン設置による緑化などの

暑熱環境の緩和対策などを推進します。 

 

■環境指標                                      

環境指標 
現状値 

（令和 6 年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
解説 

市役所における CO2年間排出量 15,702ｔ-CO2 6,766ｔ-CO2  

エコライフ DAY&WEEK 埼玉参加者数 5,673 人 10,000 人  

太陽光発電システムの容量 

（10ｋｗ未満）（累計） 
25,092kw 31,000kw  

電気自動車用充電設備の設置施設数 

（累計） 
3 施設 15 施設  

 

■環境配慮指針                                    

行 動 市 市民 事業者 

 
テレビや照明、冷暖房機器などは必要のないときはこまめ

に消して、節電を心がけましょう。また使用しない時は主

電源を切りましょう 

● ● ● 

冷暖房機は適正な温度で利用しましょう ● ● ● 

フィルターのこまめな掃除など、電気機器の適切な使用を

心がけましょう 
● ● ● 

節水に努めましょう ● ● ● 

車を運転するときは、エコドライブを心がけ、急発進・急

加速などの乱暴な運転はやめましょう。また、駐車時・停

車時のアイドリング・ストップを心がけましょう 

● ● ● 

近くへ出かけるときは、徒歩や自転車を利用しましょう ● ● ● 

地産地消、旬産旬消を心がけ、できるだけ地域の旬の食材

を選びましょう 
 ●  

地球環境問題について関心を持ち、理解を深めましょう ● ● ● 

住宅や事業所でグリーンカーテンを設置しましょう ● ● ● 
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暑い日には打ち水をして涼をとりましょう。また、適切に

冷房を利用し、熱中症を予防しましょう 
● ● ● 

熱中症にかかりやすい高齢者や幼児などへの心配りを行う

ようにしましょう 
● ● ● 

豪雨に備えて、雨どい、排水溝などを日ごろから清掃して

おくようにしましょう 
● ● ● 

災害時の避難行動や事業活動などについてあらかじめ家族

や会社の中で考えておきましょう 
● ● ● 

 
電化製品や設備機器を更新するときは、省エネタイプの機

器を選びましょう 
● ● ● 

住宅や事業所、店舗を新築や改築するときはエネルギー効

率のよい環境共生型の建物にしましょう 
● ● ● 

エコマークやFSCマークなどがついた商品の購入・利用に

努めましょう 
● ● ● 

生産、流通、販売、サービスなど事業活動の各段階で、エ

ネルギー利用の効率化や改善に努めましょう 
● 

 
● 

車両を購入する時は、低燃費・低公害車を選びましょう ● ● ● 

マイカー通勤の自粛を呼びかけ、ノーマイカーデーや相乗

り、自転車通勤を実施しましょう 
●  ● 

住宅・事業所への太陽光・太陽熱等再生可能エネルギーを

利用した設備の設置を行いましょう 
● ● ● 

気候変動による農業への影響に備え、高温耐性品種の導入

検討や、農地に与える情報の提供や収集に努めましょう 
●  ● 

住宅や建築物の屋上緑化や壁面緑化、屋上等への高反射率

塗料施工等に努めましょう 
● ● ● 

住宅や事業所への雨水タンクの設置等、水不足の備えに努

めましょう 
● ● ● 

道路における遮熱性舗装や保水性舗装の整備、緑化に取り

組みましょう 
●  ● 

建物や調度品などの木材利用により、森林のCO2吸収作用

の維持・増大を支援しましょう 
● ● ● 
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基本目標Ⅳ 快適で暮らしやすいまちをつくる 

施策の柱Ⅳ－１ 循環型社会の構築 

 

■現状と課題                                     

 平成25年4月から、ごみの分別方法を5種18分別とし、併せて、有料指定ごみ袋制

度を再編したところ、リサイクル率が11年連続して全国トップ5に入るなど、ご

みの資源化は高い水準を保っていますが、ごみの減量化については、埼玉県の平

均に達していない状況です。環境負荷の少ない循環型社会を構築するためには、

引き続き、市民や事業者とともに5Rの意識を高め、国内外におけるごみ削減への

要請等に対応しながら、ごみの資源化・減量化に努め、サーキュラーエコノミー

（循環経済）への移行が必要です。 

 また、ごみ集積所の管理やごみ分別指導など、リサイクル推進協力会を中心とし

た活動への支援や資源ごみを回収する団体への報償金、生ごみ処理容器購入者へ

の補助金の交付などにより、ごみの適正排出への意識醸成が図られていることか

ら、継続したごみの資源化・減量化の取組への支援が必要です。 

 特に、リチウムイーン電池などの充電式電池類の不適切な分別が原因とされるご

み処理施設の事故や火災が発生し、ごみの処理や収集が停止してしまう事案が全

国で散見されていることから、適切な分別の周知が必要となります。 

 道路や水路などへのごみの不法投棄も絶えない状況にあるため、市民との協働に

よる、更なる不法投棄対策を行う必要があるとともに、ごみ収集では、高齢化社

会の影響により、集積所までごみを運べないなどの世帯が増加することが想定さ

れ、従来の仕組みを補完することも検討が必要です。 

 老朽化したごみ処理施設については、計画的な再編を推進し、適切なごみ収集の

継続やごみ処理施設の機能保全を図りながら、搬入されたごみについて、引き続

き適正な処理を行っていく必要があります。 
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■施策                                        

Ⅳ－１－（１） ごみの資源化・減量化の推進 

 

 

 

○ 市民と協働して、5種 18 分別の分別収集や有料指定ごみ袋制度を継続し、ごみの発生

抑制 （リデュース）、再使用 （リユース）、再生利用 （リサイクル）、不要なものを買わ

ない・もらわない （リフューズ）、修理しながら長く使い続ける （リペア）の 5R の推

進及び意識啓発をするとともに、バイーマス （草木類や生ごみなど）や紙おむつの資

源化など、廃棄物の再生可能資源化と循環利用の普及を進めます。 

○ また、食品ロス及びプラスチックの利用削減対策に取り組むほか、サーキュラーエコ

ノミー （循環経済）への移行を促進し、循環型社会の構築とごみの資源化 ・減量化を

推進し、焼却灰等の最終処分量の削減を図ります。 

○ さらに、引き続きごみ集積所の管理やごみ分別指導など、リサイクル推進協力会と協

働してごみの資源化・減量化を推進するとともに、資源ごみを回収する団体への報

奨金や、生ごみ処理容器購入者への補助制度を継続し、ごみの資源化・減量化の取

組を支援します。 

 

① サーキュラーエコノミー（循環経済）の推進   

 サーキュラーエコノミー （循環経済）への移行に向けた情報提供を行うとともに、

資源の効率的・循環的な利用に取り組む事業活動の支援に努めます。 

 

③  5 種 18 分別によるごみの分別収集の実施   

 ごみの 5種 18 分別収集を引き続き実施し、ごみの減量化と缶、びん、プラスチッ

ク類など資源ごみの資源化・再商品化に取り組みます。また、新たな製品等の出現

にも適切な分別を周知します。 

 

③ リチウムイオン電池等の充電式電池類の分別収集の実施   

 リチウムイーン電池などの充電式電池類を使った電気製品及び電池類の適切な排

出及び回収方法について普及啓発を徹底します。 

 

④  有料指定ごみ袋制度の実施   

 ごみの分別を徹底し、ごみの資源化・減量化の促進を図るため、引き続き有料指

定ごみ袋制度を実施します。 
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⑤  5R の普及啓発   

 ごみの発生抑制 （リデュース）、再使用 （リユース）、再生利用 （リサイクル）、不

要なものを買わない・もらわない （リフューズ）、修理しながら長く使い続ける （リ

ペア）5Rの取組を推進します。 

 

⑥  食品ロス削減の推進   

 食品ロス削減に向けた情報提供をはじめ、環境学習講座やイベント等を通じて、

普及啓発を行うとともに、市民、事業者との協働により 「食べきり “かぞ”」などの

取組みを推進します。 

 

⑦  プラスチック利用削減の推進   

 マイバック・マイボトルの利用促進を図るなど、プラスチックの利用削減に向け

た普及啓発に取り組むとともに、ごみ分別の徹底によるプラスチック製品のリサイ

クル促進に努めます。 

 

⑧  緑のリサイクルの推進   

 樹木や剪定枝などのチップ化により、緑のリサイクルを推進します。 

 

⑨  分別徹底に向けた指導啓発の推進   

 リサイクル推進協力会との協働により、地域ごとにきめ細かな分別指導を推進し

ます。また、啓発パンフレットの作成・配布を行うとともに、事業系搬入検査及び

ごみ質分析調査の実施により現状を把握し、分別徹底に向けた指導啓発を推進しま

す。 

 

⑩  ごみの資源化・減量化の取組の支援   

 資源ごみを回収する団体への報償金や生ごみ処理容器購入者への補助金の交付な

どにより、ごみの資源化・減量化の取組を支援します。 

 

⑪  最終処分場の延命化   

 ごみの資源化・減量化を推進し、焼却灰等の最終処分量を削減することにより、

最終処分場の延命化を図ります。 
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    サーキュラーエコノミー（循環経済） 

 

 

サーキュラーエコノミー （循環経済）とは、生産活動や消費活動などのあらゆる段階

で資源の効率的・循環的な利用を図る経済活動を指します。 

環境省の令和 5年版 環境 ・循環型社会 ・生物多様性白書によると、サーキュラーエ

コノミー （循環経済）について、「大量生産、大量消費、大量廃棄型の経済 ・社会様式

から、競争条件への影響も踏まえ、資源 ・製品の価値の最大化を図り、資源投入量 ・消

費量を抑えつつ、廃棄物の発生の最小化につながる経済活動全体の在り方が強調され

ている」と記載されています。 

また、経済産業省が 2023 年（令和 5年）3月に策定した「成長志向型の資源自律経

済戦略」では、「バリューチェーンのあらゆる段階で資源の効率的 ・循環的な利用を図

りつつ、ストックを有効活用しながら、サービス化等を通じ、付加価値の最大化を図る

経済」と記載されています。 

これまでの「大量に作って、使って、捨てる」リニアエコノミー（線型経済）から、

サーキュラーエコノミー（循環経済）へ移行することは、天然資源の発掘や廃棄物の不

必要な焼却等を抑え、温室効果ガスの排出削減や自然への負荷軽減になると同時に、企

業の経済成長にもつながることから、環境と経済が両立する持続可能な社会の実現のた

めに重要になります。 

（「サーキュラーエコノミー（循環経済）の解説等」埼玉県HPより） 

 

 

（出典）令和 7年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書 環境省より 
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Ⅳ－１－（２） ごみの適正処理 

 

 

 

○ 適切なごみ収集を継続するとともに、ごみ処理施設に搬入されるごみを、周辺環境

に配慮しながら適正に処理し、安定したごみ処理を行います。 

○ また、新たな製品等の出現にも適切な分別を周知し、市民や事業者に対するごみの

排出ルールの徹底や不法投棄防止に関する啓発など、ごみの不法投棄対策を図ると

ともに、不法投棄されたごみを適正に処理します。 

○ さらに、ごみ集積所までごみを運べない高齢者世帯などに対し、ごみ収集の支援が

できる方法を調査・研究します。 

 

①  ごみ処理施設等の管理運営   

 ごみ処理施設などを適正に維持管理しながら、継続的なごみの適正処理を推進し

ます。 

 

②  PCB 廃棄物の適正処理   

 市が保有するすべての PCB 廃棄物を計画的に処分し、適正に処理を完了します。

また、事業者が保有する PCB 廃棄物の適正処理について、周知啓発を図ります。 

 

③  ごみ出し困難世帯への支援体制づくり   

 ごみ集積所までごみを運べない高齢者世帯などごみ出し困難世帯へのごみ収集支

援の方法や体制づくりの調査・研究を図ります。 

 

④  災害廃棄物の適正処理   

 震災などの災害により発生した災害廃棄物は、安全性を確保しつつ、環境に配慮

し適正に処理します。 

 

 

  

 市民  事業者  市 

 市 

 市 

 事業者  市 
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Ⅳ－１－（３） ごみ処理施設の再編 

 

 

 

○ 加須クリーンセンターの基幹改良工事に合わせ、「加須市ごみ処理施設再編計画」

に基づき、老朽化したごみ処理施設の統廃合を含めた再編を計画的に進めます。 

 

①  ごみ処理施設の再編   

 老朽化したごみ処理施設 （ごみ焼却処理施設、粗大ごみ処理施設、し尿処理施設、

浸出水処理施設）の統廃合を含めた再編を計画的に推進します。 

 

■環境指標                                      

環境指標 
現状値 

（令和 6 年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
解説 

ごみのリサイクル率の全国順位（※） 5 位 3 位以内  

一人 1日当たりのごみ排出量 953ｇ 800ｇ 
ごみ収集量÷人口÷

365 日 

焼却灰の発生量 3,845ｔ 2,980ｔ 

焼却灰＋飛灰 
（加須クリーンセン
ター＋大利根クリー

ンセンター） 

※ 「ごみのリサイクル率の全国順位」の現状値は、令和 5年度の値（環境省の発表による直近の順位） 

 

  

 市 
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■環境配慮指針                                    

行 動 市 市民 事業者 

 資源の大切さを認識し、物を大切にしましょう ● ● ● 

買い物をするときはマイバッグを持っていきましょう  ●  

日常生活や事業所内で分別などを行い、ごみの資源化・減

量化や再生利用を進めましょう 
● ● ● 

分別の方法や出す日時などのごみ出しのルールを守りまし

ょう 
 ● ● 

集団資源回収やスーパーなどの店頭回収に協力しましょう  ● ● 

食材を使い切り、調理くずを出さないなどのエコクッキン

グを行いましょう 
 ●  

生ごみはよく水気を切りましょう  ● ● 

事業活動から出る廃棄物は、事業者が責任を持って適正に

処理しましょう 
● 

 
● 

一人ひとりが食品ロスを減らすことの重要性を理解して、

行動しましょう 
● ● ● 

 リターナブル容器、量り売りや簡易包装の商品を優先的に

購入しましょう 
● ●  

生ごみ処理容器を活用して自家処理を行いましょう ● ●  

生ごみや剪定枝などはできるだけ堆肥化するなど、自家処

理を行いましょう 
 ● ● 

リサイクルショップやフリーマーケットを積極的に利用し

て、不用品をリサイクルしましょう 
● ●  

梱包や包装を簡素化しましょう   ● 

製造事業者は製品をリサイクルしやすい素材や構造に改良

しましょう 
 

 
● 

商品の輸送では、通い箱など、ごみを出さない容器を使用

しましょう 
● 

 
● 

販売事業者は再使用可能な製品（リターナブルびんなど）

の流通を図るとともに、その回収に努めましょう 
 

 
● 

不法投棄の現場などを発見したら、すぐに市や警察に連絡

しましょう 
 ● ● 

災害により発生した廃棄物については、被害状況を確認

し、安全を確保してから、計画的な処理を行い、適正処理

に努めましょう 

● ● ● 

 

ま
ず
は
こ
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さ
ら
に
も
う
一
歩 



 

95 

施策の柱Ⅳ－２ きれいな水の再生 

 

■現状と課題                                     

 生活排水は、河川 ・水路の水質汚濁の主な原因として水質に大きな影響を与えてい

ます。市内の一部の河川・水路において、BODの環境基準が未達成であり、環境に

関するアンケート調査結果においても、「河川・水路などの水のきれいさ」は、課

題として挙げられています。 

 また、家庭からの生活排水の適正処理を図るためには、公共下水道事業や農業集落

排水事業、合併処理浄化槽による総合的な生活排水対策の推進が必要です。 

 公共下水道事業については、計画的に整備を推進し、令和6年度末現在、事業計画

面積の97.6%に当たる1,063haの区域の整備が完了しましたが、整備が完了した区

域では、より一層の接続の推進が必要です。 

 農業集落排水事業については、施設の適正な維持管理とともに、より一層の接続の

推進が必要です。また、公共下水道区域に隣接する農業集落排水処理区域において、

公共下水道への接続を含め汚水処理の広域化・共同化を進めていく必要がありま

す。 

 公共下水道事業においては、加須市環境浄化センターの長寿命化対策を、農業集落

排水事業においては、名倉処理施設及び伊賀袋処理施設の大規模改修工事を実施

し、施設の老朽化対策を講じてきましたが、今後、併せて施設の安定稼働の確保に

向けた更なる機能保全対策の推進が必要となります。 

 このようなことから、公共下水道事業では、管渠 （かんきょ）を含む下水道処理施

設のストックマネジメント計画を策定し、また、農業集落排水事業では、令和7年

度に策定した第2次加須市農業集落排水施設最適整備構想を基に、処理施設の再編

を進め、下水道サービスを持続的、安定的に提供するとともに、ライフサイクルコ

ストの低減が必要です。 

 合併処理浄化槽については、これまで既存の単独処理浄化槽や汲み取り便槽から

合併処理浄化槽への転換の促進、浄化槽の維持管理の啓発などを進めてきており、

浄化槽整備区域内の合併処理浄化槽普及率は、令和6年度末現在53.0%であること

から、今後も一層、合併処理浄化槽への転換や維持管理の徹底、各家庭への水質浄

化意識の啓発・高揚が必要です。 
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■施策                                        

Ⅳ－２－（１） 公共下水道の整備と適正な維持管理 

 

 

 

○ 生活環境の改善や河川・水路の水質改善を図るため、市街化区域の住居系を中心に、

公共下水道の整備を推進します。また、整備完了区域では、公共下水道への加入を促

進します。さらに、下水道事業ストックマネジメント計画を策定し、管渠 （かんきょ）

を含む下水道処理施設の適正な維持管理に努めます。 

 

①  公共下水道整備の推進   

 市街地における生活排水を処理するため、未整備地区の公共下水道の整備を推進

します。 

 

②  公共下水道への加入促進   

 未接続世帯への戸別訪問や広報紙などによる普及啓発、公共下水道への接続工事

に要する費用負担を軽減するための無利子貸付金制度の活用を図り、公共下水道へ

の加入を促進します。 

 

③  公共下水道施設の適正な維持管理   

 下水道事業ストックマネジメント計画を策定し、管渠（かんきょ）を含む下水道

施設の適正な維持管理に努めます。 

 

Ⅳ－２－（２） 農業集落排水処理施設の適正な維持管理及び再編 

 

 

 

○ 農業用排水路への生活雑排水の流入を防止することによって、農村生活環境の維持・

改善を図るため、農業集落排水処理施設の機能保全対策を図りながら、施設の適正な

維持管理に努めると同時に、公共下水道への接続など処理施設の再編を進めていきま

す。また、農業集落排水処理区域内における未接続世帯への加入を促進していきます。 

 

 

  

 市民  市 

 市 

 市 
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①  農業集落排水処理施設の適正な維持管理及び再編   

 農業集落排水処理施設の機能保全対策を図りながら、施設の適正な維持管理に努

めます。併せて、公共下水道への接続など処理施設の再編を進めます。 

 

② 農業集落排水処理施設への加入促進   

 未接続世帯への戸別訪問や広報紙などによる普及啓発、農業集落排水処理施設へ

の接続工事に要する費用負担を軽減するための無利子貸付金制度の活用を図り、農

業集落排水処理施設への加入を促進します。 

 

Ⅳ－２－（３） 合併処理浄化槽の普及促進 

 

 

 

○ 生活排水の適正処理を推進するため、浄化槽整備区域 （積極的に浄化槽を整備する区

域）での単独処理浄化槽及び汲み取り便槽からより浄化能力が高く生活排水を同時に

処理できる合併処理浄化槽への転換を促進するとともに、法定検査の受検や保守点

検、清掃の実施について広報紙等を通じた啓発活動などに努め、各家庭での浄化槽の

維持管理の徹底や水質浄化意識の高揚を図ります。 

 

①  合併処理浄化槽への転換の促進   

 生活排水の適正処理を推進するため、単独処理浄化槽及び汲み取り便槽から、よ

り浄化能力が高く、生活雑排水を同時に処理できる合併処理浄化槽への転換を促進

します。 

 

② 浄化槽の適正な維持管理の徹底   

 浄化槽の適正な維持管理の徹底を図るため、各家庭での水質浄化意識の高揚を図

るとともに、法定検査の受検や保守点検、清掃の実施についての周知や指導を実施

します。 

 

 

  

 市民  事業者  市 

 市民  市 

 市民  市 

 市 
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Ⅳ－２－（４） 河川の浄化対策 

 

 

 

○ 河川や農業用水路の水質の向上を図るため、冬期通水 （冬水）や河川浄化団体等との

協働による清掃活動、啓発の実施など生活排水対策を推進します。 

○ また、し尿処理施設等に搬入されるし尿 ・浄化槽汚泥を周辺環境に配慮し適正に処理

するとともに、施設の適正な維持・管理に努め、安定した運転を行います。 

 

① 河川浄化の推進   

 市民との協働による河川の清掃活動をはじめ、生活排水の適正処理を推進します。 

また、冬期の河川・水路などへの流量が減少することによる水環境の悪化を防ぐ

ため、冬期に農業用水路を利用した冬期試験通水（冬水）を推進し、水辺環境の保

全・水質の改善を図ります。 

 

②  生活雑排水等の適正な処理   

 下水道処理施設や、農業集落排水処理施設に流入する生活雑排水を適正に処理す

るとともに、クリーンセンターに搬入されるし尿や浄化槽汚泥を適正に処理します。 

 

③  処理施設の維持管理   

 し尿処理施設等における必要な補修や機器の更新を行いながら再編を含めた処理

性能の維持を図ります。 

 

  

 市民  事業者  市 

 市 

 市 



 

99 

■環境指標                                      

環境指標 
現状値 

（令和 6 年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
解説 

公共下水道整備率 97.6% 98.3% 
整備面積÷事業計画区域面積× 

100 

農業集落排水処理施設加入率 78.6% 86.4% 
加入戸数÷公共ます設置戸数× 

100 

浄化槽整備区域内の合併処理浄化
槽普及率 

53.0% 63.6% 
合併処理浄化槽基数÷（合併処

理浄化槽基数＋単独処理浄化槽

基数＋汲み取り便槽基数）×100 

市内 50 地点の BOD（冬期）の 
環境基準達成率 

46% 100% 
環境基準達成地点÷市内 50 地点 

×100 

 

 

■環境配慮指針                                    

行 動 市 市民 事業者 

 
使用済の食用油は、漉し器でこすなどし、できるだけ再利

用を心がけ、再利用できないものは古布などにしみこま

せ、ごみに出すなど適正に処理して、台所から流さないよ

うにしましょう 

 ● ● 

洗剤やシャンプーなどは、使いすぎないようにしましょう  ●  

浄化槽を適正に維持管理しましょう ● ● ● 

公共下水道、農業集落排水処理施設の供用が開始されてい

る区域では、速やかに接続しましょう 
 ● ● 

排水処理施設の維持・管理に努め、排水基準を守りましょ

う 
● ● ● 

河川・水路の水質保全活動や清掃活動などに積極的に参加

しましょう 
● ● ● 

 
公共下水道処理区域・農業集落排水処理区域以外の地域で

は、合併処理浄化槽への転換により、適切な排水処理を行

いましょう 

● ● ● 

水の循環利用など排水の少ない工程の改善に努め、水の使

用量を抑える事業形態に転換しましょう 
 

 

● 

事業所の敷地内への雨水浸透枡や透水性舗装の設置などに

より、地下水の涵養に努めましょう 
● 

 

● 
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施策の柱Ⅳ－３ 公害のない生活環境の確保 

 

■現状と課題                                     

 市では、主要河川でBOD （生物化学的酸素要求量）やSS （浮遊物質量）の測定を定

期的に実施しており、水量の少ない時期はBODが高くなる傾向があります。また、

道路騒音の定期測定も実施しており、交通量の多い地点では基準を超過する箇所

があります。その他工場・事業所、自動車から排出される汚染物質の濃度測定や

公共施設で実施している放射能測定は、いずれも基準を超えていない状況です。

引き続き、公害の監視測定を継続するとともに、発生源対策、公害苦情の迅速・

適切な処理などの公害の未然防止を図ることが必要です。 

 また、市民からの野焼きや雑草などの生活環境に係る苦情を受けた場合は、苦情

の発生源に対して助言・指導を行い、迅速・適切な対応を図っています。今後も

工場・事業所などの公害発生源に対しては、法令を遵守するように規制・指導を

行います。 

 環境に関するアンケート調査結果では、「公害の監視、未然防止」や 「身近な環境

美化、地域衛生の向上」、「空家対策の推進」などの取組を求めている市民が多い

ことから、今後も健康や生活に直結の視点から快適な生活環境を保全することが

必要です。 

 空地の適正管理については、加須市環境保全条例に基づく指導などを行っていま

すが、引き続き生活環境の保全に向けた対応が必要です。 

 さらに、不法投棄パトロールの実施や市民から提供される情報の活用により、ご

みの不法投棄の防止に努めていますが、今後も不法投棄を「しない」「させない」

「許さない」意識の一層の向上が必要です。 

 加えて、犬や猫などの身近なペットは、私たちの生活に潤いを与える一方で、フ

ンや鳴き声などによる苦情も寄せられていることから、動物愛護と適正飼養に係

る啓発や飼い主等への指導を行っており、引き続き広報等による普及啓発が必要

です。 
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■施策                                        

Ⅳ－３－（１） 公害の未然防止と発生源対策 

 

 

 

○ 公害の未然防止のため、啓発活動に努めるほか、工場 ・事業所などの公害 （騒音 ・振

動 ・悪臭）の発生源に対して、埼玉県や近隣市と連携し、法令を遵守するように規制 ・

指導を実施します。 

○ 市民からの野焼きや雑草などの生活環境に係る苦情に対しては、その苦情の原因者に

助言・指導を行い、迅速・適切な対応をすることによって早期解決に努めます。 

○ また、環境の監視測定体制の整備を推進するとともに、大気や水質、道路騒音、放射

能などの定期的な監視測定を実施し、その結果を速やかに市民に公表します。 

 

①  公害未然防止に向けた啓発の推進   

 近隣騒音や野焼きなど生活型公害が原因の苦情が増加しており、市民自身が公害

の原因者となる場合もあるため、市の相談・支援体制を充実させるとともに、住民

への指導啓発を実施することにより、公害の未然防止を図ります。 

 

② 騒音・振動の規制・指導の実施   

 工場・事業場からの騒音や振動などを抑制するため、騒音規制法や振動規制法な

どの法令を遵守するよう規制・指導を実施します。 

 

③ 悪臭対策の推進   

 工場・事業場から発生する悪臭について、悪臭防止法に基づく規制基準を遵守し

適切な悪臭防止施設を設置するなどの規制・指導をします。 

 

④ 公害苦情の早期解決   

 市民からの野焼きや雑草などの生活環境に係る苦情に対して、その苦情の原因者

に助言、指導を行い、迅速・適切な対応をすることにより早期解決を図ります。 

 

⑤ 監視測定の実施   

 埼玉県と連携を図りながら、大気や水質、道路騒音、放射能などの監視のため、定

期的な測定を実施し、その結果を速やかに市民に公表します。 

 

 

 市民  事業者  市 

 市民  市 

 市 

 事業者  市 

 事業者  市 
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⑥ 地盤沈下の情報提供   

 埼玉県が実施する、地盤沈下量や地下水位の変動を的確に把握するとともに、調

査結果を市民に周知することで、地盤沈下に関する意識の啓発を図ります。 

 

Ⅳ－３－（２） 生活環境の保全 

 

 

 

○ 管理の行き届かない空地など生活環境に支障が生じる行為に対して、関係法令や加須

市環境保全条例に基づく必要な規制や助言 ・指導を実施し、良好な生活環境の保全に

努めるとともに、管理の行き届かない空家を解消するため、所有者に対して適正管理

の指導を行い防犯や防災、生活環境の保全を図ります。 

○ また、不法投棄をさせないまちづくりを目指し、道路や河川、水路などにおけるごみ

の不法投棄対策を推進します。 

 

① 空地等の適正管理   

 管理の行き届かない空地など生活環境に支障を及ぼす行為に対して、関係法令や

加須市環境保全条例に基づき必要な規制や助言・指導を実施し、良好な生活環境の

保全に努めます。 

 

②  空家対策の推進   

 管理の行き届かない空家を解消するため、所有者等に対して適正管理の指導等を

行うとともに、空家バンク等の活用により、空家の利活用を促進し、防犯や防災、

生活環境の保全を図ります。 

 

③ 不法投棄の防止   

 不法投棄防止パトロールの実施や市民から提供される情報の活用により、ごみの

不法投棄の防止に努めます。 

 

④ 緊急時における生活環境の保全   

 大雨による床下浸水や油の流出による水質事故など生活環境上の急変や、害虫発

生などの緊急時に適切に対応し、生活環境の保全に努めます。 

 

 

 市民  事業者  市 

 市民  事業者  市 

 市民  事業者  市 

 市 

 市民  事業者  市 
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Ⅳ－３－（３） ペットの適正飼養の推進 

 

 

 

○ 犬や猫によるフン害等の苦情に対し、動物愛護法等に基づく適切な助言 ・指導を実施

するとともに、ペットの適正飼養の普及啓発を推進し、人と動物との共生に配慮した

生活環境の保全に努めます。 

 

①  動物の適正な飼養管理の推進   

 動物愛護と適正飼養について普及・啓発を推進するとともに、犬や猫によるフン

等の適正処理を指導・助言し、人と動物との共生に配慮した生活環境の保全に努め

ます。 

 

② 狂犬病予防対策等の推進   

 犬の登録及び狂犬病予防注射の普及・啓発を推進し、狂犬病予防対策を推進しま

す。 

 

③ 地域猫活動の推進   

 野良猫を原因とする地域の生活環境被害の解決や、地域の野良猫をこれ以上増や

さないために、公益財団法人どうぶつ基金が実施する「さくらねこ無料不妊手術事

業」を活用するなど、地域住民が主体となって行う「地域猫活動」を支援します。 

 

④  災害時のペット避難対策の推進   

 災害時にペットと飼い主が安心して避難できる体制づくりを支援するため、「加

須市ペット同行避難ガイドライン」の周知を図ります。 

 

■環境指標                                      

環境指標 
現状値 

（令和 6 年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
解説 

公害苦情処理解決率 90% 100% 
大気汚染、水質汚濁、騒音、振

動、悪臭の苦情の解決率 

環境の監視測定の実施回数 13 回 13 回 
ダイーキシン類、大気、河川、

自動車交通騒音の測定回数 

狂犬病予防注射の接種率 67.5% 100%  

不法投棄防止パトロール回数 24 回 24 回  

 

 

 市民  事業者  市 

 市民  事業者  市 

 市民  市 

 市民  事業者  市 
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■環境配慮指針                                    

行 動 市 市民 事業者 

 
除草や剪定など、所有地の管理を適正に行いましょう ● ● ● 

自宅の庭などでごみを燃やさないようにしましょう  ●  

焼却炉は、法律や条例に基づき適正に管理するとともに、

野外焼却をしないようにしましょう 
  ● 

ごみや浄化槽からのにおいを出さないよう、管理を適正に

行いましょう 
 ● ● 

ばい煙や粉じんについては、法令に基づく排出基準・構造

基準を守りましょう 
  ● 

騒音・振動による健康被害を出さないために、低騒音・低

振動の機械や工法を採用するとともに、近隣の環境に配慮

した作業時間を考えましょう 

  ● 

夜間のピアノやカラーケなどの使用、ペットの鳴き声など

による近隣への影響を考えましょう 
 ●  

深夜営業の飲食店などは、近隣の生活環境に配慮しましょ

う 
  ● 

安全な食品・製品の製造・販売に努めましょう   ● 

化学物質の適正管理に努めるとともに適切な情報公開をし

ましょう 
●  ● 

ペットの飼育はルールを守り、フン尿の放置や放し飼いな

ど行わないようにしましょう 
 ●  

 エアコンなど家電製品を購入する際には、低騒音型のもの

を選びましょう 
● ●  

有害化学物質の発生防止設備を整備しましょう   ● 

化学物質による環境への負荷の少ない事業活動をしましょ

う 
●  ● 

化学物質に関する情報の収集に努め、理解を深めましょう  ● ● 

化学物質による環境への負荷が少ない製品を購入、使用し

ましょう 
 ● ● 

業務用冷凍空調機器などからのフロン類を適正に回収しま

しょう 
●  ● 

 

 

ま
ず
は
こ
こ
か
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さ
ら
に
も
う
一
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第５章 計画の推進 

１ 進行管理 

（１） 進行管理の流れ 

本計画の進行管理は、「加須やぐるまマネジメント」に基づき、計画 （Plan）、実施 （Do）、

点検・評価（Check）、見直し（Action）のサイクルにより、施策の進捗状況を毎年度点

検 ・評価し、その結果を 「加須市の環境」（環境の状況に関する報告書）としてとりまと

め、公表します。その結果を踏まえ、施策の進め方を毎年度見直しし、後期計画期間終了

時に本計画の見直しを行うものとします。 

 

 

●本計画の進行管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 環境指標・目標の活用 

本計画は、環境指標による施策の進捗状況や目標の達成状況などをもって、進捗状況

を点検します。なお、環境指標と目標は、計画の推進段階においても必要に応じて見直

しを行います。 

 

  

点検・評価 
（Check） 

見直し 
（Action） 

加須市環境基本計画 

○ 本計画に基づく施策の実施 

○ 個別計画・関連計画に基づく施策の実施 

○ 市民・事業者による取組 

○  
○ 環境指標による施策の進捗状況の点検・評価 

○ 個別計画や関連計画の進捗状況の点検 

○ 「加須市の環境」の作成・公表 

○ 加須市環境審議会への報告・意見聴取 

○ 加須市ゼロカーボンシティ推進協議会への報告・意見聴取 

実 施 

（Do） 

計 画 
（Plan） 

○ 施策の進め方の見直し 

○ 計画の見直し 

担
当
課
に
よ
る
対
応
（
毎
年
度
） 

計
画
の
見
直
し
（
後
期
計
画
期
間
終
了
時
） 
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（３） 環境報告書等による公表、評価 

市は、毎年度、計画の進捗状況の点検結果などについて、環境審議会及びゼロカーボ

ンシティ推進協議会に報告するとともに、環境報告書や広報紙、市のホームページなど

を通じて、市民などに公表します。寄せられた市民の意見などは、施策や計画の見直し

に反映させていきます。 

 

２ 推進体制 

（１） 環境審議会 

加須市環境審議会は、加須市環境基本条例第22条の規定に基づき、市民、学識経験者

などにより構成される組織です。市長の諮問に応じ、環境基本計画の策定及び変更に関

する事項について審議を行うとともに、環境の保全及び創造に関する施策の推進につい

て助言及び提言を行います。 

 

（２） ゼロカーボンシティ推進協議会 

加須市ゼロカーボンシティ推進協議会は、地元大学の先生など有識者の方をはじめ、

市民団体、金融、農・工・商・電気・運輸・通信事業者、高校生、大学生のほか、環境

省や埼玉県の職員など、官民一体の、様々な立場の方で構成される組織です。2030 年

度の二酸化炭素削減目標及び 2050 年カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現に向け

て、「加須市地球温暖化防止実行計画（区域施策編）ゼロカーボンシティ「かぞ戦略」

の推進を図るため、計画の進行管理、見直し、推進等や市のゼロカーボン推進及びカー

ボンニュートラル・脱炭素社会の実現に関する施策の推進について助言及び提言を行い

ます。 

 

（３） 庁内組織 

市は、市長をはじめ、施策の総合的な調整と推進を図るための庁内組織を中心とし

て、各担当課を含む体制を整えます。 

施策の総合的かつ計画的な推進のため、施策の進捗状況の点検・評価を行い、担当課

間との調整・連携を図ります。 
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（４） 協働による取組の推進 

市民・事業者による自主的な活動や市、市民及び事業者の協働による取組が円滑に推

進されるように、施策の実施と環境配慮指針の周知・浸透を図ります。 

また、市、市民及び事業者の協働体制づくりを図っていくものとし、当面の期間にお

いて、市民・事業者は自主的な活動の立ち上げと活動内容の充実を図る一方、市はこれ

らの自主的な活動に対する情報やノウハウの提供、様々な支援を展開していくものとし

ます。 

 

（５） 国・県・他地域との連携 

大気汚染や水質汚濁、地球環境問題など広域的な取組が求められる課題への対応につ

いて、国や県、他地域と緊密な連携を図りながら、広域的な視点から環境施策に取り組

みます。 
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●推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民団体 

• 自治協力団体や 

環境美化団体、 

河川浄化団体など 

との協働による取組

の推進 

市民・事業者 

 環境配慮指針の実践 

• イベントへの参加、

協力、施策への協力 

環境審議会 

• 環境基本計画に関する事

項の審議 

• 環境基本計画の施策に係

る助言及び提言 

• 加須市環境基本条例に規

定する事項の審議 

 

市 

市 長 

庁内組織 

• 施策の調整 

• 「加須市の環境」の 

とりまとめ 

 

各担当課 

• 環境の保全及び創造に

関する施策の実施 

• 実施した施策の進捗状

況の把握 

 

 

報告 指示 

報告 指示 

国・県・他地域 

諮問 

助言 

提言 

（答申） 

 

連携 

連携 

協働 

公表 

意見 

協議 

報告 

助言 

提言 

ゼロカーボンシティ推進

協議会 

• 地球温暖化防止実行計画

（区域施策編）の進行管

理、見直し、推進等に係

る助言及び提言 

• 市のゼロカーボン推進に

係る助言及び提言 

• カーボンニュートラル・

脱炭素社会の実現に係る

助言及び提言 



 

109 

 


